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編 参考資料 料 
資 

 

 

 
 

※所管部署は令和２年（2020年）４月時点の名称（予定）で記載しています。 

※「重点施策」欄は本計画における重点施策「①ひろめよう、それぞれの居場所 ～ 子ど

もの居場所づくり ～」「②みんなで寄り添う、健やかな育ち ～ 一人ひとりにあわせた

相談支援 ～」「③だれもが安心、つながる支援 ～ 必要な支援を届ける環境づくり 

～」に対応、「未来応援施策」欄は国の大綱に則した総合的な取組み「（１）教育の支援」

「（２）生活の支援」「（３）保護者に対する就労の支援」「（４）経済的支援」「（５）その

他」に対応しています。 

 

■施策の柱1-1 保育及び教育環境の充実 

施策展開(1) 就学前の学校教育・保育の一体的な推進 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

公立こども

園整備事業 

公立こども

園整備事業 

公立こども園の4つの機能を果たし、老朽化
の解消や安心・安全な教育・保育環境を整

え、子どもたちが自分らしく過ごし、夢を育
めるような施設づくりを行うため、『「夢は
ぐくむ」公立こども園整備計画（平成30年9

月策定）』及び「公立こども園再整備計画
（前期）（令和2年1月策定）」に基づき、整
備を進めます。 

こども事業課 
 

○ ○ 
   

1-1(2) 
  

 

施策展開(2) 就学前の教育・保育の質の向上 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

認定こども

園等教育・

保育推進事

業 

就学前施設

教職員研修 

公私立こども園、保育所(園)、幼稚園、地域
型保育事業、児童発達支援センター等、豊中
市の就学前施設の教職員対象に研修を行い、

教育･保育の質を高めます。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

認定こども

園等教育・

保育推進事

業 

人権尊重に

根ざした保

育の推進 

豊中市人権保育基本方針を中心に、子どもの
生活実態をふまえ、さまざまな人権問題の解
決をめざした総合的な取組みをいっそう推進

します。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

公立こども

園支援事業 

豊中市立こ

ど も 園 教

育・保育研

究会 

こども園教員の専門性の向上を図るととも

に、将来的展望に立った教育・保育を追求し
ます。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

公立こども

園支援事業 

保育アドバ

イザー派遣

事業 

公立こども園の保育内容の充実を図るため、

保育教諭等の資質向上と乳幼児理解の深化を
めざします。 
また、研究保育を行い、指導助言を受けま

す。教育・保育内容や協議会は公開とし、関
係機関へ発信します。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

 

 

１ 事業一覧 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

公立こども

園支援事業 

こども園支

援社会人等

指導者活用

事業 

遊びの場面など、多様な指導に際し、さまざ
まな技能や専門性をもった地域人材の登用と

活用を図り、開かれた園づくりを推進しま
す。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

公立こども

園支援事業 

公立こども

園教育の自

己評価 

公立こども園が地域の幼児教育センター的役
割を担うため、教育内容や環境などについ
て、自己評価を行い、市立こども園の教育の

充実、教員の資質の向上を図ります。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

公立こども

園支援事業 

公立こども

園評議員会 

園や地域の実情に応じて、園運営に関し、保
護者・地域住民の意向を聞くとともにその理

解と協力を得て、特色ある教育活動を主体的
かつ積極的に展開していくため、公立こども
園評議員を各園に設置します。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

 

施策展開(3) 学校教育の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

教育振興計

画の推進 

教育振興計

画の推進 

教育振興計画をもとに、毎年度教育行政方針
を作成・公表します。また、前年度事務事業
等の点検及び評価を行い、報告書を議会に提

出するとともに公表します。 

教育総務課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

長寿命化計

画の推進 

長寿命化計

画の推進 

中長期的に維持管理に係るトータルコストの
縮減及び予算の平準化を図りつつ、学校施設

の求められる機能・性能を確保するため、学
校施設長寿命化計画を策定します。 

学校施設管理

課    
○ ○ 

    

とよなかブ

ックプラネ

ット事業 

とよなかブ

ックプラネ

ット事業 

学校図書館と公共図書館の蔵書を一体的かつ
効果的に活用する環境を整備することによ
り、児童生徒の読書活動を促進し、自ら学ぶ

力を育成します。 

読書振興課 
   

○ ○ 
 

1-2(2) 
  

とよなかブ

ックプラネ

ット事業 

学校図書館

への支援・

学校との連

携 

学校図書館との連携により、児童生徒の読書
活動を推進します。ブックプラネット事業に

より、読書センター、学習・情報センター、
教員支援センターとして学校図書館が活用さ
れるよう支援します。小学生の図書館見学の

受け入れや、学校への団体貸出、調べものの
相談(レファレンス)に応じ、学校と連携しな
がら、地域の子どもの読書を支えます。 

読書振興課 
   

○ ○ ○ 1-2(2) 
  

学校図書館

教育の充実

事業 

学校図書館

教育の充実

事業 

学校司書を全小・中学校に配置し、授業での
図書館活用を図ります。学校間相互並びに学

校図書館と市立図書館の蔵書の一体的活用を
図るため、図書運搬連絡車を運行します。 

読書振興課 
   

○ ○ 
 

1-2(2) 
  

小学校 35人

学級の推進 

小学校 35人

学級の推進 

小学校3年生から6年生の学級編成を順次35人

1学級とし、増学級された担任教員を市費負
担の常勤講師として配置するため、教職員確
保に向けた取組みを着実に進めます。 

教職員課    ○      

教職員の研

修教育一般

の研究・調

査 

教育センタ

ー機能の充

実 

教職員の研究・研修、情報・科学教育等の機
能を充実します。また、資料の閲覧および教

育情報の提供、市民講座の実施等により教職
員、市民に開かれた施設として機能の充実を
図ります。 

教職員課 

(教育センタ

ー) 

   ○ ○     
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

教育情報化

推 進 事 業

（小学校管

理費） 

教育情報化

推 進 事 業

（中学校管

理費） 

教育情報化

推進事業 

小・中学校間のネットワークを構築し、各教
室からインターネットを活用できる環境の整

備をし、わかる授業づくりなどを支援しま
す。また、地域に開かれた学校教育支援情報
システムとして展開します。 

教職員課 

(教育センタ

ー) 

   ○ ○     

研究・研修

（研修指導

費） 

学校図書館

教育の充実 

各教科等を通じて学校図書館を計画的に利用

し、その機能の活用を図ることで、児童生徒
の主体的、意欲的な学習活動や読書活動の充
実をめざします。 

学校教育課    ○ ○  1-2(2)   

学力向上 
学力向上自

主企画事業 

全国学力・学習状況調査等により明らかとな
った各学校の児童生徒の学習面や生活面にお

ける個別課題に対応するため、学校の独自性
を生かした学力向上策を支援し、活力ある学
校づくりの推進を図ります。 

学校教育課    ○ ○     

小中一貫教

育の推進 

「小中一貫

教育」推進

事業 

小中学校間の円滑な接続を図り、9年間を見
通した指導の一貫性を図るとともに、校種間
のより望ましい連携や接続について、全中学

校区において取組みを推進します。 

学校教育課    ○ ○     

小中一貫教

育の推進 

小学校高学

年教科担任

制 

小学校高学年担任による交換授業を行うとと

もに、専門性の高い教科・領域の授業を非常
勤講師が担当し、中学校との段差解消及び義
務教育9年間を見据えた効果的な学習指導環

境の構築をめざします。 

学校教育課 
   

○ 
     

英語・外国

語教育の推

進 

小学校にお

ける国際理

解教育(英語

(外国語)体

験活動)の推

進 

小学校における国際理解教育の一環として、
地域在住の外国人ボランティアの協力によ
る、異なる文化を持つ人々との交流等の体験

的な活動をとおして、国際理解や共生の資
質、積極的にコミュニケーションを図ろうと
する態度の育成をめざします。 

学校教育課 
   

○ 
     

学校の適正

規模にかか

る企画立案 

学校教育の

充実 

「学校規模と通学区域に関する課題の解消に
向けた基本方針」に基づき、学校や地域の実

情に応じた課題の解消を図るための企画立案
を行います。また、「庄内地域における『魅
力ある学校』づくり計画」に基づき、義務教

育学校の開校に向けた準備を進めます。 

学校教育課 
   

○ ○ 
    

学校地域連

携ステーシ

ョン 

学校地域連

携ステーシ

ョン事業 

学校支援コーディネーターを学校に配置し、

学校と地域における情報の共有化や地域諸団
体の連絡調整など、学校と地域とのコーディ
ネートを行い、学校教育活動の活性化を図り

ます。 

学び育ち支援

課    
○ ○ 

    

 

施策展開(4) 幼少期から義務教育期間までつながりある育ちへの支援 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

認定こども

園等教育・

保育推進事

業 

幼保小連絡

協議会 

公私立こども園、保育所(園)、幼稚園、地域
型保育事業、児童発達支援センター、公私立
小学校相互の連携を密にし、一貫した教育の

あり方を追究し、教育の充実に向け取組みま
す。 

こども事業課 
 

○ ○ ○ 
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■施策の柱1-2 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供 

施策展開(1) 多様な人との交流や様々な体験活動(場)の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

こども多世

代ふれあい

事業 

こども多世

代ふれあい

事業 

小中学生を中心に、学習機会や文化芸術・ス
ポーツに触れる機会を通じて子どもの交流の
場を設けるとともに、様々な世代との交流を

通して、多世代との豊かな人間関係を促進す
ることを図ります。 

人権政策課 
   

○ ○ 
  

1 
 

地域交流事

業 

地域交流事

業(「ひと・

まち・であ

い 夏 ま つ

り」等) 

地域の団体と協働して、差別のない人権尊重
のまちづくりと地域の子どもたちの健全育成

を進めるとともに、出会いとふれあいの場を
めざします。 

人権政策課 

(人権平和セ

ンター豊中) 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-1(1) 
  

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

子ども国際

事業「おま

つり地球一

周クラブ」 

次世代の子どもたちが日本や世界の様々な文

化の体験を通して具体的に学ぶことのできる
ような、異文化理解・国際理解の機会を提供
します。 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

   
○ ○ 〇 

1-4(4) 

2-3(4) 
3 他 

高校生軽音

楽フェステ

ィバル 

高校生軽音

楽フェステ

ィバル 

市内の軽音楽系クラブの活動成果を発表する
場として、所属する生徒達による野外ライブ
を行います。 

魅力創造課      ○    

文化行政推

進事業 

(仮称)子ど

もアートフ

ェスティバ

ル 

子どもにアートに関心をもってもらえるよ

う、展示やワークショップ等さまざまなイベ
ントを行います。（概ね３年に１回を予定） 

文化芸術課 
 

○ ○ ○ ○ 
   

教
育 

音楽あふれ

るまち推進

事業 

ホールでオ

ーケストラ

♪ 

市内の中学生に舞台芸術に触れる機会をつく

り、豊かな感性、創造性を育むとともに、舞
台芸術への関心を高める。経済的理由等で舞
台芸術に触れる機会がない子どもも等しく参

加体験できます。 

文化芸術課 
    

○ 
   

教
育 

音楽あふれ

るまち推進

事業 

こども音楽

フェスティ

バル 

大阪音楽大学の協力のもと、ソロ、打楽器ア
ンサンブルや、市内の中学・高校の吹奏楽部

の演奏が楽しめるイベントを開催します。 

文化芸術課 
    

○ ○ 
  

教
育 

音楽あふれ

るまち推進

事業 

豊中音楽コ

ンクール 

大阪音楽大学の協力のもと、次代を担う優れ
た演奏家を発掘・育成し、音楽文化の振興を

図ることを目的とすると共に、子ども達に発
表、鑑賞の機会を提供する。 

文化芸術課 
     

○ 
  

教
育 

屋内体育施

設運営管理 

屋外体育施

設運営管理 

スポーツ教

室事業 

( 子 ど も 対

象) 

市民のライフステージに応じたスポーツ活動
の振興を図るため、体育館、武道館ひびき、
温水プール、野球場、庭球場などで、各種ス

ポーツ教室を行います。 

スポーツ振興

課  
○ ○ ○ ○ ○ 

   

環境学習の

推進 

環境学習の

推進 

環境に配慮したライフスタイルやビジネスス

タイルを実践できるよう、家庭や事業所、学
校、地域団体などにおける環境学習を推進し
ます。 

環境政策課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

自然環境啓

発事業 

自 然 観 察

会・体験で

学ぶ自然環

境学習 

自然に親しみながら自然環境を保全していく
ことの重要性を啓発するため、水生生物や鳴

く虫などの自然観察会を実施しています。ま
た、5歳以上の子どもとその保護者を対象
に、竹切りや自然工作など体験で学ぶ自然環

境学習「自然ふしぎ発見クラブ」も実施して
います。 

公園みどり推

進課   
○ ○ ○ ○ 

   

緑と食品の

リサイクル

プラザ 

主催事業 

農体験等の

資源循環啓

発学習 

小学校、こども園や親子等を対象に、野菜の

植付けや米づくり、収穫等を体験する農体験
学習を実施しています。また、食のリサイク
ルや農業などについて講演し、食と農の大切

さ、循環型社会づくりの重要性について学ぶ
講座型環境学習も実施しています。 

公園みどり推

進課 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

環境学習事

業 

絵本「きょ

うのきゅう

しょくな～

にかな」の

発行 

小学校給食の食べ残しを減らし、食べ物を大
切にして欲しいという願いを込め、絵本を作
成しています。給食が体を作り、元気の素に

なる大切なものであることや残してしまうと
食べ物がごみになるので残さないようにしま
しょうといった内容です。就学前の市内こど

も園等の年長児全員に配布します。 

家庭ごみ事業

課 
  ○ ○      

環境学習事

業 
環境学習 

こども園、小学生、中学生を対象とし、環境
にやさしい行動を子どもたち自らが実践でき

るよう支援することを目的として、ごみの分
別方法や実際のごみ収集車での収集作業の体
感と乗車体験をとおして、より深くごみと再

生資源について学習します。 

家庭ごみ事業

課   
○ ○ ○ 

    

市民活動情

報サロン主

催事業 

学生・若者

の市民公益

活動への参

加促進 

市民活動情報サロンとの連携のもと、若者と

市民公益活動団体等とが出会う場所を作りだ
し、それらの活動に参加する若者に橋渡しを
行います。具体的には高校に出向き、カリキ

ュラム等で地域や社会活動に参加しやすいよ
うに、市民活動団体等からのボランティア募
集情報を提供します。 

コミュニティ

政策課 

（市民活動情

報サロン） 

     
○ 

  
教
育 

地域福祉計

画推進事業 

福祉共育の

推進 

小中学生を対象に子どもたちが高齢者や障害
のある人など福祉ニーズのある住民と出会
い、ふれあいの中からその生活課題を自分の

こととして共有し、解決する方法を共に考え
導き出す機会をつくります。 
（仮）福祉共育のてびきを活用し、「共に生

きる・共に育ち合う」文化を醸成することを
目的に、学校・地域・社会福祉協議会などと
連携し、思いやりの意識や支え合いの必要性

などについて周知します。 

地域共生課 
   

○ ○ 
   

教
育 

公立こども

園支援事業 

サウンドス

クール 

(幼児) 

情操教育の一環として、音楽文化の醸成によ

る「音楽溢れる学校づくり」を目的に、大阪
音楽大学との連携により、幼児・児童・生徒
が生きた音楽に触れる機会の充実や、中学校

への筝の貸出しによる伝統音楽の普及を進め
ます。 

こども事業課 
  

○ 
      

都市景観形

成推進事業 

中高生対象

都市景観啓

発事業 

平成25年度（2013年度）に策定した「豊中市

都市景観形成マスタープラン」において、ま
ちの好感を楽しみ、共感へと広げる取組みを
実践していく人を“景観スタイリスト”と呼

び、その育成プログラムの一つとして市立中
学校、市内高等学校に通う生徒たちが、“景
観スタイリスト”として身近な景観を楽しむ

「景観スポットまちあるき」を開催。まち歩
きの中で生徒自身が見た残したい景観や気に
入った景観を描いたスケッチを作成し、それ

らを掲載した「発見！とよなか景観スケッチ
ブック」「とよなか景観まちあるきブック」
を発行するとともに、それらの配布及び原画

展の実施を通して、本市景観の周知にもつな
げています。 

都市計画課 
    

○ ○ 
   

文化財の保

護、活用及

び啓発 

子ども文化

財教室の運

用・出前講

座 

市内の埋蔵文化財や民俗資料など、これまで
に収集・整理され調査された成果に基づい
て、市民による学習活動や小・中学校での総

合学習など、地域･歴史学習の一つとして展
示室を運用し、出前講座を開催します。 

社会教育課 
   

○ ○ ○ 
   

青少年自然

の家施設運

営管理 

青少年自然

の家の施設

の利用促進 

指定管理者であるＮＰＯ法人豊中市青少年野

外活動協会が、小・中・高校が利用したいと
思えるプログラムの開発、こども園のお泊り
行事や一般の家族を対象とした事業を実施

し、施設の利用促進を図っていきます。 

社会教育課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

青少年自然

の家施設運

営管理 

青少年自然

の家主催事

業 

指定管理者ＮＰＯ法人豊中市青少年野外活動
協会が、各種野外活動や創作活動および自然
とのふれあいを体験してもらうことを目的

に、小・中学生やその家族を対象に、オープ
ン事業・野外活動事業・里山事業等を実施し
ます。 

社会教育課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

青年の家い

ぶき主催事

業 

星空観察会 

天体望遠鏡で惑星や月のクレーター等を観察
することで、天体の知識を学習し、自然科学
に対する興味を喚起することをねらい、星空

観察会を行います。 

社会教育課 

(青年の家い

ぶき) 
   

○ ○ ○ 
   

高校生ダン

スフェスタ 

高校生ダン

スフェスタ 

ダンスに取り組んでいる高校生世代のグルー

プを公募して各代表者が企画運営に関わり、
それぞれのグループの発表のみならず、制作
過程における出演者同士の交流や体験から学

ぶことを大切にしたダンスイベントを創りあ
げます。 

社会教育課 

(青年の家い

ぶき) 
     

○ 
   

次世代育成

講座 
公民館講座 

各公民館(中央、蛍池、庄内、千里)におい

て、創作活動や体験学習をとおして親子のふ
れあい、仲間づくりの場を提供します。 

中央公民館 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

図書館利用

が困難な子

どもへのサ

ービス 

動く図書館の巡回、団体貸出や出前おはなし
会により、図書館に来館しにくい子どもたち
へ図書館サービスを届けます。点字絵本やさ

わる絵本、大きな活字の本の収集により、図
書館利用が困難な子どもへの資料提供に努め
ます。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 1-4(4) 3 
 

科学教育推

進事業 

「科学の街

とよなか」

推進事業 

出前授業や科学イベントを実施し、科学教育

の振興を図り、科学の側面から学びの循環都
市をめざします。 

教職員課 

(教育センタ

ー) 
   

○ ○ 
    

国 際 （ 理

解）教育の

推進 

ユネスコス

クール活用

等による国

際教育推進

事業 

持続可能な社会の構築（ESD）を教育活動の
基盤に、国内外の学校間交流等をとおして、
グローバル社会を生きる次世代の担い手育成

に向けた国際教育をすすめます。 

学校教育課 
   

○ ○ 
    

音楽教育の

推進 

サウンドス

クール 

( 児 童 ・ 生

徒) 

情操教育の一環として、音楽文化の醸成によ
る「音楽溢れる学校づくり」を目的に、大阪
音楽大学との連携により、幼児・児童・生徒

が生きた音楽に触れる機会の充実や、中学校
への筝の貸出しによる伝統音楽の普及を進め
ます。 

学校教育課 
   

○ ○ 
    

とよなか地

域子ども教

室 

とよなか地

域子ども教

室 

子どもが安全に安心して過ごせる居場所づく
りを目的に、小学生が地域の大人や大学生な

どの若者と交流しながら学習やスポーツ、文
化活動などを行います。 

学び育ち支援

課    
○ 

  

1-3(2) 

1-3(3) 
1 

生

活 

― 

水に関する

図画・習字

作品募集 

作品の制作および展示を通じて、上下水道へ

の理解を深めることをねらいとして、小学4
年生を対象に水に関する創意ある作品を募集
します。 

上下水道局 

経営企画課    
○ 

     

― 
環境学習の

推進 

子どもたちの未来を守る持続可能な資源循環
型社会を構築するために、 

①保護者と一緒に参加できる施設見学会や環
境学習企画講座等の来館型環境啓発事業を行
います。 

②こども園、学校など市民のところへ出かけ
ていく出前講座による環境学習を行います。 

豊中市伊丹市

クリーンラン

ド 

再資源・搬入

課 

 
○ ○ ○ ○ ○ 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

― 

ボランティ

ア体験プロ

グラムの紹

介 

夏休みを利用して、小･中･高･大学生が福祉
施設等でボランティア活動をする際のプログ

ラムを紹介し、コーディネートをします。
【団体自主事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
   

○ ○ ○ 
   

― 福祉体験支

援事業 

小･中･高校等で福祉体験やボランティア体験
を行う際の企画や講師派遣等の支援を行いま
す。 

【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
   

○ ○ 
    

― 世代間交流

の推進 

小中学校の子どもが地域の高齢者と交流する
際のコーディネートを行います。 
【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
   

○ ○ 
    

 

施策展開(2) 将来に向けた学びの場の提供 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

消費者啓発

事業 

学校向け消

費者教育出

前教室 

市内の小学生、中学生を対象に携帯電話・イ

ンターネットトラブルなどの消費者問題等の
出前教室を行い、消費者としての知識の普及
啓発及び消費者被害の未然防止を図ります。 

くらし支援課 
   

○ ○ 
    

薬局等の許

可届出・監

視指導・機

能強化 

親子で学ぼ

う夏休みお

薬教室 

薬は日常生活の中で年齢に関係なく使用され
るため、幼い頃から薬の正しい使い方に関す
る知識を身に付けることは市民にとって有益

であり、さらには将来の医療費削減にもつな
がります。 
そこで、小学生とその保護者を対象に、実験

や工場見学などを含むお薬教室を開催し、医
薬品の適正使用に関する啓発を行っていま
す。 

健康政策課 
   

○ 
     

薬物乱用防

止啓発 

若年層向け

薬物乱用防

止啓発事業 

最近はインターネットなどから大麻等を容易
に購入することができるため、若者を中心に

大麻、危険ドラッグ等の薬物を乱用した事
件・事故が多発しています。そこで、豊中市
と市内音楽事業者が協働で作成した薬物乱用

防止楽曲を作成し、市内の大学の学園祭、高
校生向け音楽イベント等で発信することで、
若年層に向けた効果的な啓発を実施します。 

健康政策課 
   

○ ○ ○ 
   

薬局等の許

可届出・監

視指導・機

能強化 

知っておこ

う薬の知識

（ 出 前 講

座） 

最近はインターネットなどで医薬品を簡単に
手に入れることができるようになりました
が、薬は誤った使用量や使用方法により、十

分に効果が発揮されなかったり、思わぬ副作
用によって健康被害が生じることもありま
す。そこで、薬について正しい知識を身に付

けていただくために、薬はなぜ効くのか、薬
の種類や飲み方、副作用などについてお話し
します。 

健康政策課 
   

○ ○ ○ 
   

薬物乱用防

止啓発 

薬物乱用ダ

メ。ゼッタ

イ。（出前

講座） 

近年、覚せい剤や大麻、危険ドラッグなど、
薬物乱用が大きな社会問題となっています。

薬物乱用とはどういうことか、乱用される薬
物の種類、薬物の人体への影響など、薬物乱
用のおそろしさについてお話します。また、

身近な人から誘われた場合にも、強い意志を
持ってきっぱりと断れるよう、対処法を伝授
します。 

健康政策課 
   

○ ○ ○ 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

健 康 教 育

（ 母 子 保

健） 

思春期教育 
学校保健と保健所が連携し、小中学校での性
教育などを行います。 

母子保健課 

保健予防課    
○ ○ 

   

教

育 

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

ライフデザ

イン支援事

業 

子ども・若者を対象として、結婚から育児ま
でに前向きな意識が持てるよう情報誌の作成

や講座をとおして、情報提供を行います。 

こども政策課 
    

○ ○ 
   

青年の家い

ぶき主催事

業 

平和月間事

業 

夏休み期間中に、青年の家いぶきにおいて、
青少年対象に、平和月間事業でパネル展示な

どを行います。 

社会教育課 

(青年の家い

ぶき) 
   

○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子ども読書

活動推進計

画の推進 

図書館が中核となって、家庭・学校・地域と
の連携を図り、子どもの読書環境の整えると

ともに、子どもの読書活動を支える活動を推
進します。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

児童書等の

蔵書の充実

と提供 

各図書館において、児童書等の蔵書を充実
し、提供することにより、子どもたちのより
よい読書環境づくりを推進します。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子どもと本

をつなぐボ

ランティア

活動の支援 

子どもと本をつなぐボランティアの活動を支
援するとともに、子ども自身が読み聞かせボ

ランティア活動に参加する取組みを推進しま
す。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-1(3) 
  

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子どもの権

利条約(児童

の権利に関

する条約)等

の情報提供 

児童福祉施設や図書館、学校等で、さまざま

な機会を通じ、子どもの権利条約(児童の権
利に関する条約)及び豊中市子ども健やか育
み条例について、情報提供します。 

読書振興課 

こども政策課  
○ ○ ○ ○ ○ 

1-3(1) 

2-2(3)   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

おはなし会

等 

各図書館において、乳幼児、小学生を対象と

した絵本の読み聞かせやおはなしなどを通じ
て、図書館を身近に感じ、絵本などに親しむ
機会を提供します。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ 
 

2-1(1) 
  

小学校体験

学習の推進 

小学校体験

学習推進事

業 

各小学校においてボランティア活動など社会

奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活
動等、児童や学校、地域の実情等を踏まえ、
地域資源を活用した体験プログラムを実施し

ます。 

学校教育課 
   

○ 
     

中学校体験

学習の推進 

中学校体験

学習推進事

業 

各中学校におけるキャリア教育で捉えなおし
た特色ある教育活動や体験活動のさらなる活

性化を図り、生徒一人ひとりの社会的・職業
的自立に向けた基礎的・基本的な知識・技能
の習得ならびに、それらを活用する力の育成

を目指します。 

学校教育課 
    

○ 
    

人権教育啓

発関連事業 

人権・平和

の集い 

子ども(こども園、小・中学生)、保護者・市

民・教職員を対象に、人権・平和の集いを開
催します。 

学校教育課 
  

○ ○ ○ 
 

1-3(1) 

2-2(3)   

― 
水道出前教

室 

小学４年生及びその保護者を対象に、水道へ

の関心を深め、水道水が安全な飲み物である
と理解してもらうことをねらいとして、水道
水ができるまでの過程や、各家庭に水道水が

配られる仕組みなどを、簡単な実験を行いな
がら説明します。 

上下水道局 

経営企画課    
○ 

     

常時啓発事

業 

若者向け選

挙啓発事業

「選挙はじ

めまして」 

豊中市内の学校(小学校、中学校、高等学
校、支援学校、専門学校、短期大学、大学な
ど)に通う生徒などを対象に、「主権者教

育」や「政治的教養を育む教育」に役立つ出
前授業や選挙用品の貸出しなどを実施してい
ます。 

選挙管理委員

会事務局    
○ ○ ○ 
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編 参考資料 料 
資 

施策展開(3) 子どもに対する情報発信や意見表明の機会確保 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

子どもの社

会参加の促

進 

豊中市子ども健やか育み条例に基づき実施す
る施策等について、子どもが意見表明するこ

とができるよう、施策の情報や意見表明する
機会の提供を推進します。 

こども政策課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

中学校体験

学習の推進 

中学生シン

ポジウム 

中学校全18校の代表生徒が集まり、生徒会活
動の充実に向け、現状や課題等について発表
と意見交換を行います。 

学校教育課 
    

○ 
    

 

■施策の柱1-3 子どもの居場所づくり 

施策展開(1) 子どもが安心して過ごせる家庭づくりの支援 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

家庭教育支

援に関する

連絡会議 

家庭教育の支援について、関係部局や関係機

関が方向性や課題等を共有し、互いに連携す
ることを目的とした会議を開催します。 

こども政策課 

社会教育課 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-2(3) 

  

 

施策展開(2) 学校を拠点とした放課後の子どもの居場所づくりの充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

放課後居場

所づくり事

業 

放課後居場

所づくり事

業 

子どもたちが放課後、安全に安心して過ごす
ため、小学校の校庭などを開放した居場所づ
くりを実施します。 

学び育ち支援

課    
○ 

  

1-3(3) 

2-4(1) 
1 

 

放課後こど

もクラブ施

設管理 

放課後こど

もクラブ運

営 

豊中市放課

後こどもク

ラブ事業 

市立の全小学校で、放課後、帰宅をしても保

護者が仕事などで家庭に不在の本市に居住し
ている小学校4年生(支援学級・支援学校在籍
児童は6年生)までの児童を対象に、遊びや異

年齢の交流、集団活動を通じて、自発的･自
主的な生活態度や習慣を養い、保護及び健全
育成を図ります。 

学び育ち支援

課    
○ 

  
2-4(1) 
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施策展開(3) 地域における、子どもが安全に安心して遊びや学習等の活動が行える 

機会(場)の提供 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

学び・居場

所事業 

こどもの学

び・居場所

事業 

小中学生の今日的課題の支援及び解決のた

め、放課後や長期休暇時における学びの場
や、居場所を提供します。 

人権政策課 
   

○ ○ 
  

1 
 

男女共同参

画推進セン

ターすてっ

ぷ施設運営

管理 

市民活動の

ネットワー

クの形成・

交流 

子育て中の母親・父親に対して地域のつなが
りを持つ機会の提供や、すてっぷのロビーを

利用している若年層に着目し学習スペースを
提供するとともに、地域の若年者の集まる場
所としての施設認知度の向上を図ります。 

人権政策課 

（とよなか男

女共同参画推

進センターす

てっぷ） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-1(1) 1 
 

ごみ減量普

及啓発事業 

食品ロス対

策事業 

「子どもの居場所づくり地域福祉モデル事
業」を実施している豊中市社会福祉協議会と
連携し,食品の提供を募るフードドライブを

イベント等において実施します。 

減量計画課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

1 生
活 

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

子どもの居

場所ネット

ワーク事業 

子どもの未来応援及び地域包括ケアシステム
の考え方を踏まえ、地域ごとに子どもの居場

所コーディネーターを配置し、学校を核とし
たセーフティネットの仕組みづくりを行いま
す。 

こども政策課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

1 生
活 

学校体育施

設開放事業 

学校体育施

設開放事業

( 遊 び 場 開

放) 

子どもの健全育成や市民の健康･体力づくり
の一環として、市立小・中学校の体育施設を

市民に開放します。 

学校施設管理

課  
○ ○ ○ 

   
1 

 

青年の家い

ぶき主催事

業 

自習室開放

事業 

学習支援の一環として、自習室を設置しま

す。 

社会教育課 

(青年の家い

ぶき) 
   

○ ○ ○ 
 

1 
 

蛍池公民館

施設運営 

庄内公民館

施設運営 

千里公民館

施設運営 

中央公民館

施設運営 

夏休み自習

室開放 

各公民館(中央、蛍池、庄内、千里)におい
て、夏休み期間(8月1日から8月31日の平日)
の9時から17時に小学生から高校生の児童生

徒を対象に自習室を開放します。 

中央公民館 
   

○ ○ ○ 
 

1 
 

子どもの居

場所づくり 

子どもの居

場所づくり

事業 

地域で子どもたちが遊び、憩い、学び、つな

がる場が必要とされています。このことか
ら、日曜日や長期休業中の地域における子ど
もたちの居場所づくりを行い、「子ども文

化」をキーワードに未来に生きる子どもたち
を健やかで心豊かに育んでいく場を創出・提
供していきます。 

児童生徒課 

(少年文化館)    
○ ○ 

  
1 

 

図書活動 図書活動 
図書ラウンジを地域に開放し、貸し出し、自
由閲覧、たのしいつどいなど、図書に親しむ

機会を提供します。 

児童生徒課 

(少年文化館)  
○ ○ ○ ○ 

  
1 

 

庄内少年文

化館施設管

理 

学習活動 

長期休業中における自習室開放 
目的：学習の基本的態度、習慣の育成・基礎

基本の徹底・集団活動を通して社会性の育
成。 
対象：市内在住の小学4年～中学3年まで 

児童生徒課 

(少年文化館)    
○ ○ 

  
1 
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編 参考資料 料 
資 

■施策の柱1-4 子どもの悩みや不安に対する相談及び支援 

施策展開(1) 子どもの相談窓口体制の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

家庭児童相

談事業 

家庭児童相

談事業 

子どもと家庭にかかるあらゆる相談に応じる
「総合相談窓口」を設置するとともに、相談
支援ネットワーク会議を構築し、部局間連携

を推進します。 

こども相談課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-3(1) 2 
 

家庭児童相

談事業 

こどもの相

談支援ネッ

トワーク会

議 

関係機関同士の緊密な連携のため、定期的に
情報共有の機会を持って関係機関同士の顔の

見える関係づくりを構築し、支援の困難事例
に対するスキルアップ・課題の共有を図りま
す。 

こども相談課 ○ ○ ○ ○ ○ 〇 2-3(1) 2 他 

人権教育啓

発関連事業 

子どものた

めの相談窓

口の周知 

市や教育委員会、府などの関係機関で行って
いる相談窓口(いじめや友達の悩み・不登校

の悩み等)について、様々な手法を用いて子
どもへの周知を図ります。 

学校教育課 

こども政策課 

こども相談課 
   

○ ○ ○ 
 

2 生
活 

 

施策展開(2) 子どもの悩みへの支援の推進 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

精神保健事

業 

いのちの授

業 

若年層のうつ病・自殺対策として実施してい
ます。一人ひとり大切な存在であり、問題や

悩みを抱えても一人で抱え込まず誰かに相談
すれば、解決できることを啓発します。 

保健予防課 
    

○ ○ 
  

生
活 

精神保健事

業 

こころの体

温計 

うつ病・自殺対策として実施しています。イ
ンターネットを利用した、メンタルセルフチ
ェック。今のこころの状態をチェックし、判

定画面に簡単なアドバイスと相談窓口を案内
しています。 

保健予防課 ○ 
   

○ ○ 2-2(2) 
 

生
活 

精神保健事

業 

こころの健

康相談 

不登校・ひきこもりの相談、その他こころの

不調や精神症状等に関する相談に対応してい
ます。早期回復により、学校や社会生活に復
帰できるように支援します。 

保健予防課 
    

○ ○ 
  

生
活 

生徒指導支

援事業 

青少年相談

活動 

小中学生のいじめ・非行等の問題について、
専門相談員が小中学生本人やその保護者から

の相談を受け、問題解決にむけて支援しま
す。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
    

スクールサ

ポーター配

置事業 

スクールサ

ポーター配

置事業 

小・中学校にスクールサポーター(大学生等)

を配置し、配慮を要する児童・生徒に対して
心理面等の状況に応じてサポートを行いま
す。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
    

スクールソ

ーシャルワ

ーカー活用

事業 

豊中市スク

ールソーシ

ャルワーカ

ー活用事業 

不登校・虐待など児童生徒のさまざまな課題
に対応するため、社会福祉に関して高度な専

門的知識を有し、相談支援活動経験のある人
材を、スクールソーシャルワーカー(ＳＳＷ)
等として小中学校に派遣・配置を行います。 

児童生徒課 

(少年文化館)    
○ ○ 

  
2 教

育 

スクールカ

ウンセラー

配 置 事 業

（連絡協議

会） 

スクールカ

ウンセラー

配置事業 

学校における教育相談体制の充実を図るため
に、学校に児童生徒の臨床心理に関して高度
に専門的な知識及び経験を有する者等をスク

ールカウンセラーとして配置し、児童生徒の
いじめ・不登校・問題行動等の解決を図りま
す。 

児童生徒課 

(少年文化館)    
○ ○ 

  
2 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

創造活動(不

登校支援) 

創造活動(不

登校児童生

徒への援助) 

豊中市在住の小中学生を対象に、家庭と学校
との中間的なステーションとして、不登校状
態の子どもたちに安心できる居場所を提供

し、以下３点の援助活動を行っています。①
不登校等の児童生徒に関する、保護者や教職
員への相談援助活動②学生カウンセラーによ

る、不登校児童生徒の家庭訪問を主とした訪
問援助活動③多様なプログラムを設け、児童
生徒の興味関心を行動に移し、心の充足や体

験の積み上げにより、成長をはかる自主創造
活動（グループ活動） 

児童生徒課 

(少年文化館)    
○ ○ 

   
教
育 

 

施策展開(3) 子どもが安心して相談できる環境づくり 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

地域福祉計

画推進事業 

スクールソ

ーシャルワ

ーカー活用

事業 

コミュニテ

ィ・ソーシ

ャル・ワー

カーとスク

ール・ソー

シャル・ワ

ーカーとの

連携会議 

学校と福祉の連携のため、地域福祉計画に基
づき、コミュニティ・ソーシャル・ワーカー

とスクール・ソーシャル・ワーカーとの意見
交換会を開催し、複雑多様化の一途をたどる
問題の解決に向けてネットワークを形成し包

括的な支援に向けた検討を行います。 

地域共生課 

児童生徒課 

（少年文化

館） 

   
○ ○ 

  
2 他 

家庭児童相

談事業 

いじめ・児

童虐待の防

止対策 

子ども一人ひとりの健やかな成長と子どもを
愛情深く育むことができるよう、いじめ・児

童虐待を許さない地域社会づくりの推進のた
め、いじめ防止対策や児童虐待の防止・早期
発見などに取り組みます。 

こども相談課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

2 
 

豊中市いじ

め防止基本

方針の推進 

豊中市いじ

め防止基本

方針の推進 

いじめに関する関係機関との連携を目的とし

た「豊中市いじめ問題対策連絡協議会」等を
設置・運営します。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
    

 

施策展開(4) 必要な支援を届ける環境づくり 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

子どもサポ

ート事業 

子どもの権利条約の具現化を念頭に、すべて
の子どもの権利の保障に向けて取り組みま
す。多文化子ども保育や外国にルーツを持つ

子どもが母語や文化を学ぶことを通じて仲間
と出会う場づくりを実施します。また、日本
語・学習支援を通した居場所づくりを行って

います。 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

 
○ ○ ○ ○ ○ 

 
3 

教
育
・
生
活 

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

多文化共生

推進事業 

外国人、日本人が相互の文化を学びあい、理

解を促す取組みをさまざまなテーマで実施し
ます。 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

     
〇 

 
3 他 

 



 

- 204 - 

編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

― 

多文化子ど

もエンパワ

メント事業

[若者支援] 

15歳以上の外国にルーツを持つ若者を対象と
した活動を行っています。若者が無条件に集
うことの出来る場を設けることで安心して参

加できる居場所の機能を果たすほか、相談対
応や日本語指導を行います。 
【団体自主事業】 

(公財)とよな

か国際交流協

会 
    

○ ○ 
 

3 生
活 

屋内体育施

設運営管理 

障害児チャ

レンジスポ

ーツ 

3歳～中学生の障害のある子どもを対象に、
体育遊びを通して、体を動かす楽しさを体験
してもらうとともに、体力の向上を図りま

す。 

スポーツ振興

課   
○ ○ ○ 

  
3 

 

就労支援事

業 

くらし再建

パーソナル

サポート事

業 

生活困窮者の自立に向けた相談支援に加え、

就労支援や家計相談支援など包括的な支援を
行うため、総合相談窓口を直営の地域就労支
援センターに併設しています。また複雑な課

題を有するケースは専門家によるチーム支援
を行う「くらし再建パーソナルサポートセン
ター＠いぶき」、アウトリーチが必要なケー

スはコミュニティ・ソーシャル・ワーカーと
連携した支援ができる「くらし再建パーソナ
ルサポートセンター＠社協」の３機関による

直営＋委託方式により運営しています。ま
た、困窮者の早期発見、早期支援につなげる
ために、庁内の関係部局との連携を図ってい

ます。 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 生
活 

就労支援事

業 

就学・就労

に向けた学

習支援事業 

貧困の世代連鎖を防止するため、家庭環境等
の課題により、将来の生き方に不安を感じて

いる生活困窮世帯等の子どもを対象に、多様
な学びや体験の機会を提供し、働き方や将来
の姿を具体的にイメージし、その実現に向か

って歩むことができる力を身に付けられるよ
う支援します。 

くらし支援課 
   

○ ○ ○ 1-2(2) 3 教
育 

― 
社会福祉事

業基金 

広く市民の方からの寄付を受け、積み立て運
用し、子どもの福祉にかかわる施設整備（認
定こども園の建設費用や修繕費用）や事業に

要する費用に充て、社会福祉の充実に努めま
す。 

地域共生課 
 

○ ○ 
   

2-3(4) 3 生
活 

障害児施設

通所 

障害児通所

支援 

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後

等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪
問型児童発達支援があり、障害児に対する日
常生活での基本的動作の指導や集団生活への

適応訓練などの援助を行います。 

こども相談課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 
 

障害児施設

通所 

発達支援・

障害児支援

者研修 

保育所、幼稚園、こども園等の就学前施設及

び市立小・中学校の教員等を対象に子どもの
発達や障害について、早期の気づきから発達
支援につなげ、子どもの育ちを支えることを

目的とした研修を行います。 

こども相談課 
 

○ ○ ○ ○ 
  

3 
 

障害児福祉

計画の推進 

医療的ケア

児支援連絡

会議 

人工呼吸器の装着等の医療的ケア児が、どの
ライフステージにおいても、つなぎの支援や

保健、医療、障害福祉、保育、教育を担当す
る機関が緊密に連携し、地域で主体的に生活
ができるための仕組みを構築します。 

こども相談課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 
 

こども療育

相談事業 

こども療育

相談事業 

障害や発達に課題のある子ども及び保護者、
家族、支援者等に対して、相談支援事業の基

本相談や計画相談、保育所等訪問支援事業、
巡回相談、障害児療育支援事業を組み合わせ
るとともに、多職種の専門職を配置すること

で、初期の相談対応からサービス利用の調
整、子どもの所属する集団での支援まで総合
的な支援を行います。また、ペアレントトレ

ーニング等、保護者支援の拡充を図ります。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-3(5) 3 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

児童発達支

援・放課後

等デイサー

ビ ス 事 業

（保育・療

育） 

小集団親子

教室 

児童福祉法に基づく児童発達支援事業及び概
ね小学校2年生までの放課後等デイサービス
事業です。発達に課題のある子どもに、育ち

や発達特性に合せた関わりを通して、人や
物、遊び等の興味を育てます。また、保護者
の子どもの育ちや特性の気づきを促すととも

に適切な関わりについて支援します。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
 

○ ○ ○ 
  

2-3(5) 3 
 

児童発達支

援・放課後

等デイサー

ビ ス 事 業

（保育・療

育） 

児童発達支

援センター

親子通所 

児童福祉法に基づく児童発達支援事業です。
子どもの育ちや障害、発達特性に合わせた関
わりを通し、気持ちの通い合う人間関係の土

台作りとともに、基本的生活習慣の獲得や地
域、社会への適応性を広げることを保護者と
連携をしながら進めていきます。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
 

○ ○ 
   

2-3(5) 3 
 

児童発達支

援事業等民

間委託 

個別療育事

業 

児童福祉法に基づく児童発達支援事業です。
子どもの障害や発達特性について、専門的な

見立てを行い、集団生活に適応できるよう個
別療育を行います。あゆみ学園跡地で民間事
業者への委託事業として実施します。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
  

○ 
   

2-3(5) 3 
 

児童発達支

援事業等民

間委託 

単独通所 

児童福祉法に基づく児童発達支援事業です。
3歳児以上の子どもが単独で通所し、子ども

の興味や経験を広げ、人間関係の土台作りや
基本的な生活習慣の獲得等を支援します。あ
ゆみ学園跡地で民間事業者への委託事業とし

て実施します。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
  

○ 
   

2-3(5) 3 
 

診 療 ・ 看

護・訓練 

児童発達支

援センター

診療所 

身体障害や発達に課題のある子どもに対し、
医学的な見立てを行い、必要に応じて医学的

処置や専門医療機関への紹介等を行います。
また医師の指示に基づき、必要に応じて、理
学療法士、作業療法士、言語聴覚士による専

門的なリハビリテーション等を行います。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-3(5) 3 
 

公立こども

園施設運営 

家庭支援推

進保育事業 

入所児童に対して、家庭環境に配慮したきめ

細やかな保育を行います。 
こども事業課 

 
○ ○ 

   
2-3(4) 3 教

育 

認定こども

園等教育・

保育推進事

業 

障害児保育 
子どもの実態を把握し一人ひとりの状況に応
じながら統合保育を原則とした障害児保育を

行います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
    

3 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

母子父子福

祉センター

施設運営管

理 

母子父子福

祉センター

事業 

母子家庭・父子家庭及び寡婦に対する各種相
談、生活及び生業の指導、就労支援などの講
習会、日帰りレクリエーション等の事業及び

必要な場所の提供を行います。（ひとり親家
庭学習支援教室）豊中市在住のひとり親家庭
の中学・高校生に対し、大学生の講師が自習

形式で個人に合った勉強を指導します。また
勉強のサポートだけにとどまらず、一緒に将
来について考える時間を持ったり、悩みを打

ち明ける場であったり、みんなでレクリエー
ションを行ったり、学校や塾とは違う学習の
場を提供します。（相談員による相談ほか）

母子父子福祉センターにおいて、ひとり親家
庭全般の悩みについて相談員が対応し、必要
に応じて行政の支援施策へつないでいます。

そのほか、日帰りレクリエーション等の事業
及び必要な場所の提供を行います。（弁護士
相談）養育費の未払いや増額、別居している

親子の面会交流、子育て、その他の様々な家
庭内の悩みごとについて弁護士による法律相
談並びに養育費等の専門相談員による相談を

実施していいます。離婚前の相談もしていま
す。（就業支援講習会等事業）ひとり親家庭
の母又は父ならびに寡婦の自立のため、就業

に結びつく可能性の高い技能、資格を習得す
るための講習会を実施します。休日に開講す
る等、就労中のひとり親家庭の母等の実態・

ニーズを踏まえて実施しています。 

子育て給付課 
   

○ ○ ○ 2-3(4) 3 

教
育
・
生
活
・
就
労 

認定こども

園等入園 

保育施設へ

の入所 

被虐待児童家庭への支援のため、優先的な保
育施設入所に配慮します。(児童虐待防止法

13条の2) 

子育て給付課 
 

○ ○ 
   

2-3(4) 3 
 

豊中市奨学

生 
奨学金事務 

修学の希望があるにもかかわらず、経済的理

由のために、高等学校等の修学が困難な者に
対し、奨学費を貸し付けています。 

教育総務課 
     

○ 2-3(4) 3 教
育 

子ども・若

者育成支援

事業 

若者支援総

合相談窓口

等事業 

社会的支援を要する若者にかかる相談に応

じ、支援機関の紹介や必要な情報提供、助言
などコーディネートを行い、若者の自立を支
援をします。高校生世代の若者の義務教育課

程の学び直し（いぶき学習支援事業）や学校
出張相談も行っています。 

社会教育課 

(青年の家い

ぶき) 
     

○ 2-3(4) 3 教
育 

課題別講座 

公民館講座

課題別講座

地域で子育

ちを考える

学習会 

貧困を初めとする子どもたちを取り巻く環境
の厳しさの中で、改めて子どもたちの背景に
ある実際の生活やその中での思いを知る事か

ら、具体的な関わりや子どもたちにとって住
みやすい地域づくりについて考えます。（蛍
池公民館実施） 

中央公民館 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 他 

図 書 館 活

動・すべて

の人への資

料提供事業 

外国人親子

に向けた高

校進学相談

会 

外国にルーツを持つ子どものために、その保
護者や関係者を対象とした高校進学に向けた
相談会を実施し、対象者がゆとりを持って進

学に向けた準備を行えるようにします。【市
民協働事業】 

読書振興課 
    

○ 
  

3 教
育 

中学校夜間

学級捕食事

業 

中学校夜間

学級捕食事

業 

中学課程の修得をめざしている生徒の健康保
持と就学奨励を図るために補食（パンと牛
乳）を実施します。 

※.義務教育の年齢（満15歳）を超えている
人が入学対象 

学校給食課 
     

※ 
 

3 教
育 

通訳派遣事

業 

通訳者派遣

事業 

渡日してくる児童・生徒、また、保護者の

様々な状況に対応するため、学校等へ通訳者
の派遣を行います。 

学校教育課 
   

○ ○ 
 

2-3(4) 3 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

通訳派遣事

業 
国際教室 

渡日児童生徒(帰国含む)に、学校の学習支援
や日本語の読み書きを指導するとともに、
様々な国から来た子どもたちが交流し様々な

文化を学びます。 

学校教育課 
   

○ ○ 
  

3 
 

在日外国人

教育推進事

業 

在日外国人

教育推進協

議会 

在日外国人教育基本方針に基づき在日外国人

教育の推進について連絡・調整を行います。 
学校教育課 

   
○ ○ 

  
3 

 

進路選択支

援事業 

進路選択支

援事業 

進学意欲がありながら、経済的な理由により
就学が困難な生徒に対して、相談･助言を行
い、積極的に自己の進路を考え、将来に対す

る展望がもてるよう支援します。豊中･蛍池
の両人権まちづくりセンター及び青年の家い
ぶきにおいて実施します。 

学校教育課 
    

○ ○ 
 

3 
教

育 

支援学級管

理運営事業 

障害児教育

推進事業 

障害のある乳幼児･児童生徒が地域の中でい
きいきと生活できる環境づくりの推進を目的

に、福祉･保健･教育を担当する機関が緊密な
連携を図り、効果的な施策推進を図ります。 

児童生徒課 

こども事業課  
○ ○ ○ ○ 

  
3 

 

学校支援事

業 

障害児教育

推進事業 

支援教育を進めるため、小・中学校において

障害のある子どもの教育環境の充実や、巡回
相談を行います。また、こども園や小・中学
校の教職員を対象とした研修会を行います。 

児童生徒課 
  

○ ○ ○ 
  

3 
 

寄り添い型

学習支援事

業 

寄り添い型

学習支援事

業 

「生活困窮者自立支援法」の趣旨に基づき、
経済的等の困難を抱える中学生に対して、義

務教育終了後も必要となる自学自習力をはぐ
くみ、自らの進路を切りひらくことができる
よう、学習の場を提供します。 

児童生徒課 

(少年文化館)     
○ 

  
3 教

育 

 

■施策の柱 2-1 地域の子育て環境の整備 

施策展開(1) 身近に集える地域の子育ち・子育て支援の拠点(場)の活用 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

（仮称）南

部コラボセ

ンター基本

構想の推進 

キッズラン

ドしょうな

い 

地域の親子が集う場を提供することで、親子

間、世代間の交流を図ります。また、子育て
世代が抱える不安や悩みが少しでも解消する
よう、各方面から専門家を講師として招き、

面白くてためになる催しとなることを狙いと
します。 

南部地域連携

センター  
○ ○ ○ 

     

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

子育て支援

センターの

整備 

地域の子育て支援拠点として、子育て相談、

情報提供、ボランティアグループの活動の支
援、遊びや交流の場などを提供する地域子育
て支援センター等の施設をおおむね1中学校

区に1ヵ所設置します。 
また、子育て支援センターほっぺが地域子育
て支援拠点を総括する中核的な施設として、

子どもの視点に立った子ども施策の企画調整
を行います。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
   

2-1(3) 
  

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

遊びの場の

提供 

気軽な集いの場として、子育て支援センター
ほっぺ、地域子育て支援センターのプレイル
ームや庭の開放を行います。また、保育教諭

が体育館などにも出向き、遊びの提供や相談
を行います。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

赤ちゃんサ

ークルぴよ

ぴよ 

子育て支援センターやこども園等において、
0歳児とその保護者や妊婦を対象に、子育て
相談を行ったり、親子のふれあい遊びの場と

情報を提供します。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ 
       

私立認定こ

ども園等運

営助成 

地域活動事

業 

施設型給付施設等(こども園、保育所等)にお
いて、就学前児童を対象に園庭開放、誕生

会、発育測定、高齢者との世代間交流、育児
講座、赤ちゃんサークル等を行います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
   

1-3(1) 

2-2(3)   

地域子育て

支援センタ

ー事業 

こども園地

域活動事業 

公立こども園において、就学前児童を対象に
園庭開放、誕生会、発育測定、高齢者との世
代間交流、育児講座、赤ちゃんサークル等を

行います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
   

2-2(2) 

2-3(1) 
2 

 

私立認定こ

ども園等運

営助成 

私立幼稚園

教育振興・

子育て支援

事業 

私立幼稚園が幼児教育の充実推進事業と、子
育て支援事業を実施することで、地域の幼児

教育支援センター的な役割を担います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

地域子育て

支援センタ

ー事業 

子育てサー

クルの育成 

公立こども園で｢親と子の遊びのひろば｣を開
催し、子どもの視点に立った遊びや情報の提

供を行い、保護者が子育ての楽しさを共感し
たり、悩みを話し合うことで、保護者の仲間
づくりを進めます。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

庄内公民館

施設運営 

千里公民館

施設運営 

保育室開放 
千里公民館において週2回、庄内公民館にお
いて週1回、就学前の親子を対象に保育室を

開放します。 

中央公民館 
 

○ ○ 
      

蛍池公民館

施設運営 

庄内公民館

施設運営 

千里公民館

施設運営 

中央公民館

施設運営 

公民館登録

グループ(子

育てグルー

プ)の支援 

各公民館(中央、蛍池、庄内、千里)におい
て、公民館登録グループとして、子育てグル
ープの活動場所を提供します。 

中央公民館 
 

○ ○ 
      

図 書 館 活

動・すべて

の人への資

料提供事業 

外国人親子

の交流の場

づくり 

とよなか国際交流協会に協力し、絵本の読み
聞かせや図書館利用を体験する外国人親子の

集いの場を提供し、図書館の多文化サービス
の促進を図ります。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
1-4(4) 

2-3(4) 
3 

 

― 
子育てサー

クルへの支

援 

子育てサークルへの助成金に関する情報提
供、会員募集の支援、サークル運営に関する
情報提供･情報交換、手遊びや読み聞かせ等

の学習機会の提供など支援を図ります。 
【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
 

○ ○ 
      

― 子育てサロ

ン 

小学校区単位に月1～2回、子育て中の親子の

交流や情報交換の場づくりを行います｡ 
【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
 

○ 
       

― 
子育て支援

ネットワー

ク事業 

小学校区単位の子育てサロンの開催、子育て

ボランティアの派遣、子育てサークルマップ
の作成、わいわい子育てミーティングなどを
行います。 

【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
 

○ ○ 
   

2-1(2) 
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施策展開(2) 地域子育ち・子育てネットワークの充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

地 域 子 育

ち・子育て

支援ネット

ワーク事業 

子育ち・子

育て支援の

ネットワー

ク事業 

公立こども園が中心となって、コミュニティ
ソーシャルワーカーとともに各小学校区の地
域活動を支援するために、校区連絡会を開催

し、関係機関や団体との連携を図り、身近な
日常的かかわりの中で、子育て支援を行いま
す。子育て支援センターほっぺは、校区連絡

会を統括し、地域福祉ネットワーク会議の子
ども部会の事務局を担います。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
      

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

公民協働事

業 

「みんなあつまれわくわくランド」など公民
が一体となり、地域の親子へ子育て情報の提

供とともに各機関のＰＲを行っています。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
   

2-1(2) 
  

民生・児童

委員協議会 

民生・児童

委員活動主

任児童委員

活動 

こども相談課をはじめ地域の関係機関･団体

等と連携･協働し、見守りや支援活動を進め
ます。 

地域共生課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
  

生
活 

― 

小地域福祉

ネットワー

ク活動 

校区福祉委員会において見守りや声かけ活動
を行うとともに、子育てサロン等の子育て支
援事業の充実を図ります。 

【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
 

○ ○ ○ ○ 
 

2-1(1) 
  

 

施策展開(3) 地域の多様な人材の育成・連携を強化した地域教育力の向上 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

更生保護事

業 

豊中地区BBS

会活動 

さまざまな問題を抱える子どもと交流し、立
ち直りを支援したり、レクリエーション活動
や非行防止活動などを行います。 

地域共生課 
    

○ ○ 
   

青少年団体

の事業補助 

青少年団体

連絡協議会 

青少年団体相互の連絡及び情報交換を行いま

す。 

社会教育課 

(青年の家い

ぶき) 
  

○ ○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子育て支援

センターほ

っぺ・地域

子育て支援

センター・

社会福祉協

議会との連

携・協力 

図書館による団体貸出や絵本講座など、子ど

もとその保護者が読書に親しむための機会を
関係機関と連携して提供します。 

読書振興課 
 

○ ○ 
   

2-1(1) 
  

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子ども文庫

活動の支援

と協力・連

携 

個々の子ども文庫に対して、資料の団体貸

出、子どもの本に関する情報、文庫活動に役
立つ情報の提供を行います。また、豊中子ど
も文庫連絡会との共催事業を通じて、子ども

の読書の大切さについて保護者や地域の大人
の理解を深める取組みを推進します。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子ども読書

活動推進計

画の推進 

図書館が中核となって、家庭・学校・地域と
の連携を図り、子どもの読書環境の整えると
ともに、子どもの読書活動を支える活動を推

進します。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

子どもをと

りまく読書

環境整備の

取り組み 

子ども読書

活動連絡会 

市民、関係部局、関係機関からなる「子ども
読書活動連絡会」による情報共有・連携を進
め、全市的、多角的に、豊かな子どもの読書

環境の整備をめざします。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 1-2(2) 
  

 



 

- 210 - 

編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

地域ボラン

ティア支援

事業 

青少年健全

育成会・青

少年指導ル

ーム指導員

会 

各小･中学校区での青少年の健全育成活動を
通じて、家庭や地域における教育力の向上を

図るとともに、地域における子育て支援の強
化を進めます。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
    

生徒指導支

援事業 

関係機関連

携事業 

子ども見ま

もり事業 

少年を守る

日・学警合

同補導・巡

視及び広報

活動 

各関係機関・団体と連携し、市内の危険箇所
や書店等への立ち入り調査並びに交通安全指
導等を行うとともに、広く市民への啓発広報

活動を行い、青少年の健全育成を図ります。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
    

地域教育協

議会(すこや

かネット) 

地域教育協

議会(すこや

かネット) 

中学校区に設置された地域教育協議会の活動
を通じて、学校・家庭・地域の三者連携を充

実し、地域における総合的な教育力の向上を
めざした活動を展開します。 

学び育ち支援

課  
○ ○ ○ ○ 

 

1-3(3) 

2-1(2) 
1 

 

― 

高齢者によ

る有償育児

支援サービ

ス 

小学校の放課後やこども園等で見守りなどの

支援を実施しています。 
【団体自主事業】 

(公社)豊中市

シルバー人材

センター 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

 

■施策の柱2-2 子育てに必要な情報提供等 

施策展開(1) 利用者支援窓口の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

母子健康手

帳交付事業 

相談（母子

保健） 

健 康 教 育

（ 母 子 保

健） 

利用者支援

事業 

( 母 子 保 健

型) 

妊娠期から子育て期にわたる総合的な相談対
応を行います。必要に応じて、医療機関、地

域の子育て支援事業や、教育・保育施設の利
用について情報提供しています。 

母子保健課 ○ ○ ○     2 生
活 

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

利用者支援

事業 

(基本型) 

こども園、幼稚園、保育所などの教育・保育

施設や地域の子育て支援事業の利用にあたっ
ての相談対応を行います。 
子育て家庭が教育・保育施設や地域子育て支

援事業、の利用にあたって、身近な場所での
相談や情報提供、助言等必要な支援を行うと
ともに、関係機関との連携調整を行っていき

ます。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 

○ ○ ○ 
    

2 生
活 

子育て給付

課一般事務

事業 

利用者支援

事業 

(特定型) 

子ども・子育て関連3法の円滑な施行をめざ

し、認定こども園、幼稚園、保育所などの教
育・保育施設や地域の子育て支援事業の利用
にあたっての相談対応を行います。 

子育て給付課 ○ ○ ○ 
    

2 生
活 
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施策展開(2) 子育てに関する情報発信の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

外国人向け

市政案内・

相談窓口 

外国人向け

市政案内・

相談窓口 

外国人向け市政案内･相談窓口に外国語(英
語・中国語・その他言語も対応可)の出来る
相談員を配置し、来庁する外国人に基本的な

行政(サービス)情報を適切に提供するほか、
担当課への案内、手続にかかる通訳、その他
相談に応じます。 

人権政策課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 生
活 

メール配信

システムの

運用 

メールによ

る情報提供

の充実 

メール配信を希望する人に、子育てに関する
情報や、各小中学校・認定こども園からの連
絡事項などを担当課が配信できるシステムで

す。 

情報政策課 

教育総務課  
○ ○ ○ ○ 

   

 

インターネ

ットを活用

した情報発

信等 

ホームペー

ジの運用管

理 

子どもと子育て世代向けのページ「遊ぶ・学

ぶとよなかキッズ」を開設し、子育ち・子育
て支援情報を掲載しています。 

広報戦略課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

広報とよな

か等の発行 

広報とよな

かの発行 

子育ち・子育てに関する特集やお知らせの記

事を掲載します。また、未就学児を対象にし
た記事には「子ども」マークを付け、より探
しやすくしています。 

広報戦略課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

広報とよな

か等の発行 

外国人向け

市政案内情

報の発行 

外国人に関わりが深いと思われる市政情報
(乳幼児予防接種や相談窓口、催しなど)を毎
月5言語(英語、中国語、スペイン語、韓国･

朝鮮語、ベトナム語)で発行します。 

広報戦略課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 
 

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

子育ち・子

育て応援ポ

ータルサイ

ト「とよふ

ぁみ」 

子育ち・子育てに関する行政サービスの情報
を集約し、目的や対象者に合わせて分かりや
すく発信するポータルサイト及びアプリ「と

よふぁみ」を運営管理します。 

こども政策課 ○ ○ ○ 
      

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

出前講座 
子育てサロン等からの依頼により地域に出向

き、遊びや情報の提供・子育て相談を行いま
す。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
      

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

情報提供の

充実 

子育てマップや子育てサービスガイドなど、

身近な地域の子育て支援の情報提供や子育て
総合情報誌を発行します。また、子育て支援
をはじめ、母子保健や医療、福祉、教育など

子育てに関わるさまざまな情報をインターネ
ットで公開するとともに、最新情報を定期的
に更新します。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 

○ ○ ○ 
      

公立こども

園支援事業 

「食育」の

取組み 

心とからだの健康、人との関わりや食を営む
力の基礎を培うことができるよう、教育・保
育指導を行います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
   

3-1(1) 
 

生
活 

地域子育て

支援センタ

ー事業 

「食」に関

する子育て

講座 

地域の子育て家庭を対象に、こども園給食を
もとに、離乳食・幼児食や手作りおやつなど
の講習を行います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
   

3-1(1) 
 

生
活 

認定こども

園等入園 

外国人保護

者への保育

施設入所案

内等 

入所時の説明や教育・保育制度の理解に役立

つように、英語版の入所案内を作成、配布し
ます。 

こども事業課 

子育て給付課  
○ ○ 

   
2-3(4) 3 

 

図 書 館 活

動・すべて

の人への資

料提供事業 

情報提供の

充実 

図書館ホームページやとよふぁみなど多様な
メディアでの情報提供を行います。各図書館
では子育てに関する図書の充実、地域の子育

て情報の提供に努めます。 

読書振興課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 1-2(2) 
  

― 

子育てサー

クル・子育

てサロン情

報 

インターネットを通じて、子育てサークルの

情報を提供します。 
【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
 

○ ○ 
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編 参考資料 料 
資 

施策展開(3) 家庭教育支援の推進 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

（仮称）南

部コラボセ

ンター基本

構想の推進 

子育ち・子

育て・親育

ち事業 

南部地域で子育てする親向けの講座を定期的
に開催し、子育てしやすい地域をめざします
(ママとベビーのすくすくヨーガ、えがおは

ぐくむベビーマッサージ、パパとベビーで楽
しくあそぼう、パパのためのベビーマッサー
ジとママが助かる育児の話)。 

南部地域連携

センター  
○ 

    
1-3(1) 

  

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

子育て講座 
子育て支援センターにおいて、就学前児童の

保護者を対象に子育てに関する講座を開催し
ます。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
   

1-3(1) 
  

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

親を学ぶプ

ログラム 

(ベビー・パ

パ編含む) 

親の本来持っている力を引き出し、「親」と

しての自信を持って子育てができるようにワ
ークショップを行います。参加者同士が経
験・交流する中で各自がさまざまな事に気づ

き、自分自身を見つめる機会とします。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
   

1-3(1) 
  

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

「安心感の

輪」プログ

ラム 

日常生活の何気ない子どもの姿から子どもの
欲求や気持ちを理解し、子どもの安心感を育

むかかわりを学ぶ機会とします。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
   

1-3(1) 
  

公立こども

園支援事業 

こども園児

童とのふれ

あい及び育

ちを学びあ

う機会の提

供 

家庭科授業の中で、①子どもの育ち方･子ど
もへの接し方②子育てで大事にしたいことを
話し、実際にこども園等で子どもと接する機

会を持つこととあわせて、子育てや保育につ
いて体験し学習します。 

こども事業課 
     

○ 1-3(1) 
  

ブックスタ

ート事業 

ブックスタ

ー ト 事 業

「えほんは

じ め ま し

て」 

4カ月児健康診査時の機会を活用するなど、
図書館が関係部局・市民と連携しながら、地
域で子育てを応援していることを伝え、乳幼

児と保護者が絵本と出会う機会を提供しま
す。また、絵本を通じた親子のふれあいの一
助とします。 

読書振興課 
 

○ 
    

1-3(1) 
 

生
活 

家庭教育支

援事業 

家庭教育支

援事業 

親学習の講座や世代間交流の実施など、様々

な家庭教育に関する学習機会の提供を行いま
す。 

学び育ち支援

課  
○ ○ ○ ○ ○ 

1-2(2) 

1-3(1) 

2-1(3) 
 

 

 

■施策の柱2-3 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

施策展開(1) 相談窓口の活用促進 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

精神保健事

業 

精神保健福

祉相談 

こころの健

康相談 

こころの不調や精神疾患等に関して、予防か
ら、早期発見早期対応、社会復帰に至るまで

の一連の相談支援を行っています。特に、次
世代の養育者となる子どもが健やかに育つよ
う、親のうつ病自殺予防として産後うつ病の

早期発見や、思春期の精神疾患の早期発見に
努めています。 

保健予防課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-4(1) 2 生
活 

相談（母子

保健） 

妊 娠 ・ 出

産・子育て

相談窓口 

妊娠から出産、子育てにいたる幅広い相談に
対応するため、関係機関との連携により、す

こやかプラザ内に相談窓口を設置します。 

母子保健課 ○ ○ ○ 
   

3-1(1) 2 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

相談（母子

保健） 

妊産婦乳幼

児等電話面

接相談 

①妊産婦・乳幼児の保護者等の電話や窓口に
よる健康相談に、保健師、栄養士、歯科衛生
士、助産師等が相談に応じます。 

②妊娠や産後の体や育児状況などの経過の確
認が必要と思われる対象者に対し保健師等か
ら電話による保健指導を行います。 

母子保健課 ○ ○ ○ 
   

3-1(1) 2 生
活 

児童虐待相

談事業 

子どもを守

る地域ネッ

トワーク 

大阪府池田子ども家庭センターをはじめ、児
童に係る関係機関等と連携･協働し、児童虐
待の予防や早期発見及び被虐待児童への迅速

かつ適切な対応を行うための情報共有及び対
応策、関係機関職員への研修等の検討を行い
ます。 

こども相談課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

2 
 

児童虐待相

談事業 

児童虐待相

談事業 
児童虐待の通告及び相談の受理、調査、支援
をします。 

こども相談課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

2 
 

子育て心の

悩み事業 

子育て心の

悩み相談事

業 

保護者の子育ての悩みや不安、乳幼児の心身
の発達に関する個別の相談を受けたり、親子

が前向きな関係をつくる具体的スキルを学ぶ
プログラムを実施します。 

こども相談課  ○ ○ ○    2  

子育て支援

センターほ

っぺ事業 

子育て支援

センターの

相談事業 

育児、食事、健康などについての相談助言

(電話、面談、出前相談)を子育て支援センタ
ー･保育教諭が行います。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ ○ 
    

2 
 

地域子育て

支援センタ

ー事業 

子育て相談 
子育てに関する電話相談と来所による相談を

行います。 
こども事業課 

 
○ ○ 

    
2 

 

教育相談業

務 

教育相談総

合窓口 

教育に関する様々な悩みや問い合わせについ
ての対応を行うことを目的として、電話相談
や関係機関等の紹介を行います。 

児童生徒課 
  

○ ○ ○ 
  

2 
 

教育相談業

務 
教育相談 

子どもの心理・行動・ことば(発音等)などに
関する悩みについての相談に対応し、個人の
より豊かな心身の成長を促すことを目的とし

たカウンセリングやプレイセラピー等を行い
ます。 

児童生徒課 
  

○ ○ ○ 
  

2 
 

 

施策展開(2) 自ら出向くことが困難な保護者などへの訪問型（アウトリーチ型）支援体制

の強化 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

訪問指導事

業（母子保

健） 

妊産婦及び

乳幼児(新生

児含む)等訪

問指導 

助産師または保健師などが家庭訪問して、妊
産婦や乳幼児の健康状態を観察し、適切な保

健指導や助言、受診勧奨などを行います。 

母子保健課 ○ ○ ○    3-1(1) 2 生
活 

相談（母子

保健） 

地区育児相

談 

地域の子育てサロンやこども園などからの要

望に応じて、保健師、栄養士、歯科衛生士な
どが地域に出向き健康相談を行います。 

母子保健課  ○ ○     2  

訪問事業 

こんにちは

赤ちゃん事

業 

生後4か月までの乳児のいる全家庭を訪問

し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支
援に関する情報提供を行うとともに、親子の
心身の状況や養育環境等の把握や助言を行

い、支援が必要な家庭に対しては適切なサー
ビスにつなげます。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 
 

○ 
    

2-2(2) 

3-1(1) 
2 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

訪問事業 
育児支援家

庭訪問事業 

養育支援が必要でありながら、自ら支援を求
めていくことが困難な状況にある家庭や、育
児不安が高い家庭に対して、保育教諭や臨床

心理士等が家庭を訪問し、育児に関する相談
や助言等の支援を行います。 

こども相談課 

(子育て支援

センター) 

 ○ ○ ○   3-1(1) 2 生
活 

 

施策展開(3) 多様な子育て支援の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

日中一時支

援事業 

日中一時支

援事業 

施設での宿泊を伴わない一時的な入所サービ
スです。〈一時的な利用〉知的障害者又は障

害児で、介護者の病気やその他の理由によ
り、居宅での介護が一時的に困難になった場
合にご利用いただけます。〈継続利用〉障害

のある中学生・高校生で、放課後において継
続して支援が必要な方にご利用いただけま
す。 

障害福祉課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
1-4(4) 

2-3(4) 
3 

 

相談（母子

保健） 

宿泊型及び

デイサービ

ス型産後ケ

ア事業 

出産後3カ月以内の母子に対して、心身のケ
アや育児のサポート等必要な保健指導を宿泊
型及びデイサービス型で実施します。 

母子保健課 
 

○ 
    

3-1(3) 
  

フ ァ ミ リ

ー・サポー

ト・センタ

ー事業 

フ ァ ミ リ

ー・サポー

ト・センタ

ー事業 

育児の援助を行いたい人と受けたい人からな
る相互活動を支援します。サービス内容は、

こども園等の開所前、終了後の子どもの預か
り、こども園等への送迎などです。運営は社
会福祉協議会に委託しています。 

こども政策課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-3(3) 
  

子育て短期

支援事業 

子育て短期

支援事業 

子どもを家庭で養育することが一時的に難し
くなったときに、7日間を限度に子どもを児
童養護施設で預かる「宿泊型ショートステ

イ」と、「日帰り型ショートステイ」を行い
ます。 

こども相談課 
 

○ ○ ○ 
     

児童発達支

援事業等民

間委託 

障害児一時

預かり事業 

就学前の障害や発達に課題のある子どもにお
いて、保護者の緊急時等一時預かりを行いま
す。あゆみ学園跡地で民間事業者への委託事

業として実施します。 

こども相談課 

（児童発達支

援センター） 
 

○ ○ 
   

1-4(4) 

2-3(4) 
3 

 

私立認定こ

ども園等運

営助成 

緊急一時保

育事業（公

立） 

一時預かり

事業 

(一時保育事

業) 

一時保育として、週3日を限度とした断続的

保育、やむを得ない理由により月12日を限度
とした緊急保育を行います。 

こども事業課 

子育て給付課  
○ ○ 

   
2-4(1) 

  

休日保育事

業 
休日保育 

保護者の就労、疾病等の事由により、休日に
おける家庭での保育が困難である児童に対し

保育サービスを提供します。 

こども事業課 

子育て給付課  
○ ○ 

   
2-4(1) 

  

― 
ボランティ

ア派遣事業 

産後の家事援助やこども園等送迎など子育て
家庭に対し、ボランティアによる支援を行い

ます。 
【市補助事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 
 

○ ○ 
   

2-1(2) 
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施策展開(4) 必要な支援を届ける環境づくり 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

DV対策基本

計画の推進 

ＤＶ面接・

電話相談事

業 

配偶者暴力相談支援センターにおいて、ＤＶ
に関する情報提供や助言を行っています。ま
た、必要に応じて、関係機関と連携とりなが

ら、ＤＶに関する悩みや相談に対応していま
す。 

人権政策課 
   

○ ○ ○ 1-3(1) 
  

男女共同参

画推進セン

ターすてっ

ぷ施設運営

管理 

性別に起因

する人権の

侵害及び悩

みに関する

相談事業 

（女性の生き方総合相談(電話相談・働く女

性のための電話相談・ガールズ相談・カウン
セリング）、からだと心と性の相談、しごと
準備相談、労働相談、法律相談、男性のため

の相談）市民が抱えるさまざまな男女共同参
画推進に関する問題の解決を支援するため、
ジェンダーの視点を敏感に持ち相談事業を実

施。地域に開かれた安心して話すことができ
る「女性のための相談室」として、多様な相
談メニューを通じて、女性が働く、働き続け

ながら社会に参画、活躍の場を広げられるよ
う支援します。男性のための相談では、固定
的な意識に捉われず自らの課題に向き合える

よう支援します。 

人権政策課 

（とよなか男

女共同参画推

進センターす

てっぷ） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-4(4) 3 
生
活 

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

外国人のた

めの多言語

相談サービ

ス事業 

外国人に対して母語で必要な情報提供を実施
します。（就労相談を含む） 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 
1-4(4) 

2-2(2) 
3 

生
活
・
就
労 

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

おとなサポ

ート事業 

子どもを抱える外国人女性などが気楽に集ま
って子育てなどについて話す場を提供した
り、子育てなどに悩む外国人の相談窓口を設

けています。 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 
生
活 

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

日本語交流

活動「もっ

ともっとつ

かえるにほ

んご」 

資格取得や就労などステップアップをめざす

外国人のための日本語学習の場を実施しま
す。（毎週月曜日10時～12時） 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

○ 
   

○ ○ 
 

3 

生
活
・
就
労 

国際交流セ

ンター施設

運営管理 

日本語検定

サポート 

就労を視野に入れて、日本語検定能力試験を
めざす外国人のための試験対策の場を実施し

ます。（年2回、試験の3か月前から3か月間
実施） 

人権政策課 

((公財)とよ

なか国際交流

協会) 

○ 
    

○ 
 

3 就
労 

就労支援事

業 

就労準備支

援事業 

生活困窮者自立支援法に基づく事業として、
生活自立・対人能力、社会適応能力等に問題
を抱え、就業が著しく困難な生活困窮者に対

して、就労に従事する準備として基礎能力の
形成を計画的かつ一貫して支援するもので、
講座や事業所等での就労体験の場を提供し、

就労に対する意欲喚起や、適応能力等の自覚
を促す支援を実施しています。 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 就
労 

住居確保給

付事業 

住居確保給

付金事業 

生活困窮者自立支援法に基づく事業として、
離職などにより住居を失った方、または住居
を失うおそれのある方に、就職活動をするこ

となどを条件に、一定期間、家賃相当額を支
給します。住居を整えた上で、就職を目指す
ための支援です。（※一定の資産収入等に関

する要件を満たしている方が対象です。） 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 生
活 

多重債務者

生活相談業

務 

家計相談支

援事業 

生活困窮者自立支援法に基づく事業であり、
多重債務等の課題を抱える生活困窮者の債務

や生計の状況などを聴取し、債務整理のため
法律専門家への誘導をするとともに、関係機
関及び関係部局と連携して生活再建を支援し

ます。 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 生
活 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

生活保護受

給者等就労

支援事業 

豊中市生活

保護受給者

等「自立・

就労」支援 

生活保護受給者等で保護受給において就労が
要件となる方に対して就労支援事業を行って
います。福祉事務所が事前に就労指導対象者

と判断した方で、一人での求職活動が難しい
場合や就労に際して制限がある場合には就労
支援事業の活用を促し、同意を得て個々の状

況に応じた支援を行います。支援を行ううえ
で、池田公共職業安定所やくらし支援課との
連携を行っています。 

福祉事務所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  

就
労 

精神保健事

業 

ひきこもり

家族交流会 

ストレスフルかつ孤立しがちなひきこもり家
族が、安心して集い、相互に支えあい、家族
自身が健康を回復することを目的として実施

しています。副次的には当事者のひきこもり
回復を促します。 

保健予防課 
     

○ 1-4(4) 3 生
活 

保険料（歳

入）の減免

制 度 な の

で、細事業

名はない 

ひとり親世

帯(母子・父

子世帯)の国

民健康保険

料の減免制

度 

現に婚姻をしていない者のうち、20歳に満た

ない子を養育しているひとり親(母子・父子)
に対し、保険料の3割を減額します(所得制限
あり)。 

保険資格課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 
 

認定こども

園等入園 

ひとり親家

庭の優先入

所 

従来より通常の就労事由を上回る世帯加算を
実施しています。 

子育て給付課 
 

○ ○ 
    

3 生
活 

ひとり親家

庭支援事業 

ひとり親家

庭等日常生

活支援事業 

母子家庭、父子家庭及び寡婦の方で自立促進
に必要な事由(技能習得のための通学、就職

活動等)または社会的事由(疾病、出産、看
護、事故、冠婚葬祭、残業、転勤、出張及び
学校等の公的行事への参加等)により、一時

的に生活援助、子育て支援が必要な世帯に家
庭生活支援員（ヘルパー）を派遣します。ま
た、平成29年（2017年）8月からファミサポ

利用料の補助を開始しています。 

子育て給付課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 生
活 

ひとり親家

庭支援事業 

母子父子自

立支援員 

母子家庭・父子家庭及び寡婦を対象に離･死

別直後の精神的安定を図りその自立に必要な
情報提供、相談指導等職業能力の向上及び求
職活動に関する支援を行います。 

子育て給付課 
   

○ ○ ○ 
 

3 
 

ひとり親家

庭支援事業 

ひとり親家

庭自立支援

給付金 

ひとり親家庭の父母のよりよい就業に向けた
能力開発を支援、資格取得のための安定した
修業環境の提供、雇用安定、就労促進を図り

ます。 

子育て給付課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
 

3 就
労 

母子生活支

援施設入所

事業 

母子生活支

援施設への

入所 

さまざまな事情のため、母子保護を希望する
場合、子どもと一緒に入所できます。 

子育て給付課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 1-4(4) 3 
 

― 

市社協くら

しささえあ

い事業 

援助の必要な妊産婦等に対し、家事援助(調
理・洗濯・掃除・買物等)、相談・話し相手
などの生活支援を協力会員を通じて行いま

す。 
【団体自主事業】 

(社福)豊中市

社会福祉協議

会 

○ ○ 
    

2-1(2) 3 
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■施策の柱2-4 子育てと仕事の両立の推進 

施策展開(1) 保育所等の整備、多様な保育サービスの充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

認定こども

園等入園 

通常保育(公

立・民間) 

児童の保護者の労働、疾病等により、保育を
必要と認定された児童を、認定こども園・保
育所等において保育し、児童の福祉の増進を

図ります。 

こども事業課 

子育て給付課  
○ ○ 

      

認定こども

園等入園 

家庭保育所

制度 

児童の保護者の労働、疾病等により保育を必
要とする児童を、市独自制度の家庭保育所に

おいて保育し、児童の福祉の増進を図りま
す。 

こども事業課 

子育て給付課  
○ 

    
2-3(3) 

  

私立こども

園等運営助

成 

延長保育 
保護者の勤務時間・通勤時間等の状況に応え

るため、開所時間をこえて1時間又は2時間の
延長保育を実施します。 

こども事業課 

子育て給付課  
○ ○ 

      

私立こども

園等運営助

成 

１号認定児

童の預かり

保育 

子育て支援の一環として、１号認定の正規の
教育時間終了後、希望する保護者の園児を対

象に預り保育を実施します。 

こども事業課 

子育て給付課   
○ 

      

病児保育事

業 

病児保育事

業 

子育てと就労の両立支援の一環として、満1
歳以上小学校4年生までの児童等で、病気の
回復期に至らない場合で集団保育が困難であ

り、かつ保護者が就労、疾病、災害、事故、
出産、看護、冠婚葬祭の社会的理由により家
庭での保育が困難な児童に対する保育を補助

対象となった3つの民間施設において行いま
す。 

こども事業課 
 

○ ○ ○ 
     

私立こども

園等運営助

成 

病気明け保

育の実施 

医師の治療や安静等を必要とせず、症状が比
較的落ち着き、保育所生活が可能な入所児童
を対象に、病後の早期回復に努め、無理のな

い保育･柔軟な対応を行います。 

こども事業課 
 

○ ○ 
      

 

施策展開(2) 家庭・企業・事業所等への啓発 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

男女共同参

画推進セン

ターすてっ

ぷ施設運営

管理 

男女共同参

画に関する

学習 

男女共同や子育てなどについての講演会や親
同士のネットワーク、子育てについてのフリ

ートーキング、ふれあい遊びなどを行い、男
女共同参画の啓発を行います。 

人権政策課 

（とよなか男

女共同参画推

進センターす

てっぷ） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

男女共同参

画推進セン

ターすてっ

ぷ施設運営

管理 

男女共同参

画の推進の

ためのアウ

トリーチ(地

域啓発)事業 

地域に出向き男女共同参画についての講座
(ジェンダー、就活対策・就労準備、ワー

ク・ライフ・バランス、働く女性の基本的な
権利、セクシュアル・ハラスメント、女性と
防災など)を開き、啓発します。地域とのつ

ながりをつくるとともに自前講師育成につな
げます。 

人権政策課 

（とよなか男

女共同参画推

進センターす

てっぷ） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

就労支援事

業 

地域就労支

援センター

事業 

障害者、母子家庭の母親、中高年齢者などで
働く意欲がありながらさまざまな就労阻害要
因を抱えるため就労が実現できない者や就労

意欲が乏しい若年者、学卒無業者などに対し
て、相談や各種講座などの支援や、無料職業
紹介所と連携して求人情報の提供等を行って

います。 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 就
労 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

無料職業紹

介事業 

無料職業紹

介事業 

求職者の居住地の近隣での就職を実現するた
めに、職業安定法に基づく無料職業紹介所を
設置し、相談者の状況に応じた求人開拓とマ

ッチング、および就職後の定着支援を行って
います。また、合同面接会や就職支援講座等
を実施しています。 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 
 

就
労 

労働啓発事

業 

労働関係法

令等の啓発 

勤労者ニュースの発行等を通じて、労働関係
法令の改正についての情報提供、障害者等の
雇用促進普及に努めます。 

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンスの推進 

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンスの推進 

仕事と生活・子育ての両立の実現をめざし、
市民及び企業への周知・啓発を行います。 

また、地域社会全体での取組みを支援するた
め、ライフデザイン支援やイクボス推進な
ど、出前講座や情報提供を行います。 

こども政策課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-4(2) 
  

 

■施策の柱3-1 生活環境、保健・医療体制等の整備 

施策展開(1) 妊娠・出産・子育てに関する知識の普及、相談・指導の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

母子健康手

帳交付事業 

母子健康手

帳の交付(妊

娠届の受理)

時の保健指

導 

妊娠届出者に対して、保健師・助産師等が面
接を行い、母子健康手帳の目的・内容の説明
及び妊娠・出産に関する保健指導を行いま

す。 

母子保健課 ○ 
     

2-2(2) 
 

生
活 

健 康 教 育

（ 母 子 保

健） 

妊娠期の教

室 

妊娠中の過ごし方について助産師、栄養士、
歯科衛生士が講話などを行う「マタニティー
クラス」、調理実習を行う「マタニテイーク

ッキング」を開催します。 

母子保健課 ○ 
     

2-2(2) 
  

健 康 教 育

（ 母 子 保

健） 

両親教室 

2か月に1回、偶数月の第4土曜日の午前･午後

に初妊婦とパートナーを対象に、ビデオ学
習、沐浴実習、妊婦疑似体験、抱っこ体験
等、各種サービスの紹介などを行います。助

産師会に委託しています。 

母子保健課 ○ 
     

2-4(2) 
  

健 康 教 育

（ 母 子 保

健） 

離乳食講習

会 

栄養士による離乳食に関する講話と試食の講

習会を行います。 
母子保健課 

 
○ 

    
2-2(2) 

  

食育関連事

業 
幼児食講座 

栄養士による幼児食に関する講話と試食の講
座を行います。また、希望する保護者には相

談も行います。 

母子保健課 
 

○ 
    

2-2(2) 
 

生
活 

応急手当普

及啓発 

乳幼児のた

めの予防救

急講習会 

市内で発生した乳幼児の救急事案を分析し、

救急事故の未然防止を図るため、救急事故の
予防法、応急手当などについて説明します。
対象は、乳幼児の保護者です。 

消防局 

救急救命課  
○ ○ 
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施策展開(2) 母子保健事業の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
手
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

妊産婦健康

診査 

妊婦健康診

査 
妊婦健康診査受診券を発行し、かかりつけ医
での個別健診受診料の一部を助成します。 

母子保健課 ○ 
     

3-1(5) 
 

 

妊産婦健康

診査 

産婦健康診

査事業 
産婦健康診査受診券を発行し、かかりつけ医
での個別健診受診料の一部を助成します。 

母子保健課 
 

○ 
    

3-1(2) 
 

 

乳幼児健康

診査 

4か月児健康

診査 

集団健診で小児科医による診察、集団指導、
個別相談(育児、栄養、発達、健康管理など)

を行います。千里保健センター、中部保健セ
ンター、庄内保健センターで実施します。 

母子保健課 
 

○ 
      

生
活 

乳幼児健康

診査 

1歳6か月児

健康診査 

集団健診で小児科医･歯科医師による健診を
はじめ保健師・歯科衛生士・栄養士・心理相
談員の相談や保健指導を行います。千里保健

センター、中部保健センター、庄内保健セン
ターで実施します。 

母子保健課 
 

○ 
      

生
活 

乳幼児健康

診査 

1歳6か月児

健診フォロ

ー事業(「に

こにこくら

ぶ」) 

1歳6か月児健診の結果、集団による経過観察
が必要な児に対して、保健師・保育士(関係

機関)・心理相談員による問診、心理相談､育
児相談等を行います。 

母子保健課 
 

○ 
      

 

乳幼児健康

診査 

3歳6か月児

健康診査 

集団健診で小児科医・歯科医師による健診を
はじめ、保健師・歯科衛生士・栄養士・心理

相談員の相談や保健指導を行います。視聴覚
の検査は、スクリーニングの結果に基づき、
必要な児に対して、眼科医・耳鼻科医に紹介

状を発行します。千里保健センター、中部保
健センター、庄内保健センターで実施しま
す。 

母子保健課 
  

○ 
     

生
活 

二次健診 二次健診 

医師や心理士による二次健診及び、保健師等
による相談や保健指導を行います。また、乳
幼児健康診査や二次健診の結果、検査や治療

が必要な乳幼児の保護者に医療機関の受診を
促したり、療育機関につなぎます。 

母子保健課 
 

○ ○ 
   

2-3(4) 3 
 

相談（母子

保健） 

育児相談(乳

幼児健康診

査後) 

乳幼児健康診査後の経過観察や電話相談など
で指導が必要と思われる乳幼児の保護者を対
象に、保健師・栄養士による個別相談(育

児、栄養、発達)などを行います(予約制)。 

母子保健課 
 

○ ○ 
   

2-3(1) 2 
 

母子健康手

帳交付事業 

外国語・日

本語併記母

子健康手帳 

在日外国人で必要な方に、8か国語(英語、中
国語、タガログ語、インドネシア語、韓国･

朝鮮語、タイ語、ポルトガル語、スペイン
語)と日本語併記の母子健康手帳を交付しま
す。 

母子保健課 ○ 
     

2-3(4) 3 
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編 参考資料 料 
資 

施策展開(3) 小児医療体制の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

休日等急病

及び障害者

歯科診療事

業 

休日急病診

療 

日曜、休日、年末年始(12月29日～1月3日)及
び8月14日・15日における急病診療を実施し
ています。 

診療科目：内科・小児科・歯科 
診療時間：午前9時30分～午後5時 
(診療受付は午前9時30分から午後4時30分ま

で) 
(一財)豊中市医療保健センターに業務委託 

健康政策課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

豊能圏域救

急医療対策

事業 

豊能広域こ

ども急病セ

ンター 

豊能二次医療圏(豊中市、池田市、箕面市、

吹田市、豊能町、能勢町)の4市2町が協力し
て、箕面市に小児初期救急医療診療所を開設
し、小児救急医療体制の充実を図ります。 

健康政策課 
 

○ ○ ○ ○ 
    

― 

地域周産期

母子医療セ

ンター 

正常分娩の取扱いの他、基礎疾患を持つ妊産
婦やハイリスク妊娠に対し高度な医療やケア
を提供しています。 

市立豊中病院 

総務企画課 
○ ○ 

       

― 

ＮＩＣＵ 

(新生児集中

治療室) 

小さな赤ちゃんだけでなく、生まれても何ら

かの治療が必要な赤ちゃんや、他院で生まれ
治療が必要な赤ちゃんも入院しています。 

市立豊中病院 

総務企画課  
○ 

       

 

施策展開(4) 子育ち・子育てにやさしい生活環境の確保 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

公園安全安

心対策事業 

都市公園等

安全・安心

対策事業 

子どもや高齢者をはじめ誰もが安全で安心し
て利用できる都市公園等をめざし、公園施設
の戦略的な機能保全・向上対策による安全性

の確保等、都市公園等における総合的な安
全・安心対策事業による整備を、緊急かつ計
画的に実施します。 

公園みどり推

進課  
○ ○ ○ ○ ○ 

   

健康づくり

推進事業 

大阪府子ど

もの受動喫

煙防止条例

の推進 

大阪府子どもの受動喫煙防止条例を推進する
ため、美化推進課と協働で全小中学校に受動
喫煙防止横断幕を設置しており、今後、こど

も園にも設置していきます。また、市管理施
設受動喫煙防止ガイドラインにより、市が管
理する施設は、敷地内全面禁煙となります。 

健康政策課 
 

○ ○ ○ ○ 
   

 

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

とよなか子

育て応援団 

子育て家庭に配慮している事業者に「とよな
か子育て応援団」に登録してもらい、その情

報を一覧にして冊子やホームページなどで公
開し、子育て家庭に提供することをとおし
て、市内事業者の子育て家庭に対する配慮へ

の意識醸成もはかりながら、「このまちみん
なで子育て応援」をするまちづくりをめざし
ます。 

こども政策課 ○ ○ ○ 
      

「子育ち・

子育て支援

行動計画」

の推進 

赤ちゃんの

駅普及・啓

発事業 

乳幼児連れの保護者が安心して外出できるよ
うに、授乳、おむつ交換又は遊びのスペース
が自由に利用できる公共施設に「赤ちゃんの

駅」標識(看板又はステッカー)を掲示しま
す。また、施設一覧表を作成し、市ホームペ
ージに掲載するとともに、「こんにちは赤ち

ゃん事業」訪問時などに配布します。 

こども政策課 
 

○ ○ 
      

三 世 代 同

居・近居支

援事業 

三 世 代 同

居・近居支

援事業 

世代間で助け合いながら安心して暮らせる環

境づくりのために、市外在住の子育て世帯が
市内在住の親世帯と市内で同居または近居す
るための住宅の取得費用やリフォーム費用の

一部を補助します。 

住宅課 ○ ○ ○ ○ ○ 
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細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

市営住宅施

設運営管理 

市営住宅の

子育て世帯

向け募集枠

の設置 

市営住宅の募集時に子育て世帯向けの募集枠
を設定し、小学校就学前の子どもがいる世帯
に対して居住の安定の確保に努めています。 

住宅課 
 

○ ○ 
     

生
活 

市営住宅施

設運営管理 

市営住宅の

入居時にお

ける優遇倍

率の措置 

市営住宅の入居申込者のうち、母子・父子世
帯などについては、抽選時に倍率を優遇して
居住の安定の確保に努めています。 

住宅課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
  

生
活 

歩道改良整

備事業 

歩道改良整

備の推進 

歩道設置されている市道で、狭い、勾配がき
つい、段差、凹凸がある等の問題がある歩道
について、「歩道改良実施計画(改訂版)」

(平成24年(2012年)9月策定)に基づき、安全
で快適な歩行空間を形成するため、歩道の拡
幅や構造形式の変更などの改良整備を実施し

ます。 

基盤整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

住居地区バ

リアフリー

事業 

住居地区バ

リアフリー

整備 

生活道路のバリアフリー整備を計画的かつ効
果的に実施するため、地区単位で市民意見を

反映しながら計画、設計、工事を順次進めま
す。地区は中学校校区程度の単位で設定し、
平成32年度までに全ての地区で事業を完了す

る予定にしています。 

基盤整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

 

施策展開(5) 子育てに関する家庭への経済的な支援 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

固定資産税

等課税事務

事業 

固定資産税･

都市計画税

の減免 

税法上の寡婦及び寡夫で、所得･所有資産･年
税額の一定要件を満たす方は、申請に基づい

て、固定資産税･都市計画税の年税額のう
ち、最大で2分の1を減免します。 

固定資産税課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 経
済 

重度障害者

福祉手当支

給事業 

障害児福祉

手当 

重度障害児に対してその障害のため必要とな

る精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助
として手当を支給することにより、特別障害
児の福祉の向上を図ることを目的としていま

す。 

障害福祉課  ○ ○ ○ ○ ○ 
1-4(4) 

2-3(4) 
3  

重度障害者

福祉手当支

給事業 

特別児童扶

養手当 

精神又は身体に障害を有する児童に手当を支
給することにより、これらの児童の福祉の増

進を図ることを目的としています。 

障害福祉課  ○ ○ ○ ○ ○ 
1-4(4) 

2-3(4) 
3  

不妊に悩む

方への特定

治療支援事

業 

不妊に悩む

方への特定

治療支援事

業 

子どもの出生を望んでいるにもかかわらず、
特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の
見込がないか又は極めて少ないと医師に診断

されている法律上の夫婦に対し、指定医療機
関での治療費の一部を助成します。 

母子保健課 ○ 
        

未熟児養育

医療給付事

業 

未熟児養育

医療給付事

業 

入院を必要とする未熟児に、その養育に必要
な医療の給付を行います。 

母子保健課 
 

○ 
       

小児慢性特

定疾病医療

費助成事業 

小児慢性特

定疾病医療

費助成事業 

医療費の助成を実施します。また、認定審査
のため小児慢性特定疾病審査会を運営しま
す。 

母子保健課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

結核児童療

育給付事業 

結核児童療

育給付事業 
結核にかかっている児童に適正な医療を給付
し、併せて学習用品等を支給します。 

母子保健課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
   

子ども医療

費助成事業 

子ども医療

費助成制度 

18歳到達後最初の3月31日までの子どもの医
療費の自己負担額（保険診療に限る）を助成
します。ただし、1医療機関1日500円、月2回

を限度に一部自己負担金があります。 

子育て給付課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
  

経
済 
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編 参考資料 料 
資 

 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

助産制度 助産制度 
生活保護世帯等、経済的理由により出産費用
の負担が困難な方は、指定の助産施設(病院)
へ入所を措置します。 

子育て給付課 ○ 
     

1-4(4) 

2-3(4) 
3 生

活 

教材費等の

実費徴収に

係る補足給

付等 

教材費等の

実費徴収に

係る補足給

付事業 

認可施設に在園する低所得で生計が困難であ
る世帯の子どもの保護者が支払うべき日用
品、文房具等の購入費用または行事への参加

費用等を補助することで特定教育・保育のさ
らなる円滑な利用を図ります。 

子育て給付課 
 

○ ○ 
   

1-4(4) 

2-3(4) 
3 教

育 

償還払分施

設等利用給

付 

償還払分施

設等利用給

付 

幼児教育・保育の無償化に伴い、対象となる
児童の保護者に対し、預かり保育・認可外サ
ービス利用の費用を償還払い（認定要件・上

限あり）にて支払います。 

子育て給付課 
 

〇 ○ 
   

1-4(4) 

2-3(4) 
3 教

育 

児童扶養手

当 

児童扶養手

当 

父もしくは母と生計を同じくしていない児童
や、父もしくは母が政令で定める程度の障害

の状態にある児童等が、育成される家庭の生
活の安定と自立の促進に寄与するとともに、
児童の福祉の増進を図ることを目的として支

給されます。 

子育て給付課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 
経
済 

ひとり親家

庭医療費助

成事業 

ひとり親家

庭医療費助

成制度 

18歳到達後最初の3月31日までのひとり親家

庭の児童とその保護者の医療費の自己負担額
（保険診療に限る）を助成します。ただし、
1医療機関1日500円、月2回を限度に一部自己

負担金があります（所得制限あり）。 

子育て給付課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 2-3(4) 3 経
済 

私立幼稚園

等保護者補

助金 

ひとり親世

帯・在宅障

害者世帯及

び多子世帯

の利用者負

担額（保育

料）軽減措

置 

令和元年10月から幼児教育・保育の無償化が
実施され、3～5歳児及び0歳～2歳児の市民税

非課税世帯の保育料が無償化されましたこと
に伴い、0歳～2歳児のひとり親世帯について
はこれまで実施していた保育料軽減を継続実

施します。 

子育て給付課 
 

○ ○ 
   

2-3(4) 3 
教
育 

母子父子寡

婦福祉資金

貸付金 

母子父子寡

婦福祉資金

貸付 

高校、大学等の修学に必要な資金など、母子
父子寡婦福祉資金の貸付を行います。 

子育て給付課 
    

○ ○ 
1-4(4) 

2-3(4) 
3 

教
育
・
生
活 

小学校特別

支援教育就

学奨励 

中学校特別

支援教育就

学奨励 

小・中学校

特別支援教

育就学奨励

費 

市立小・中学校の特別支援教育の普及奨励を
図るため、特別支援学級及び通級学級に就学

する児童・生徒の保護者に対し、奨励費を支
給することにより経済的負担を軽減していま
す。 

教育総務課 
   

○ ○ 
 

1-4(4) 

2-3(4) 
3 教

育 

要・準要保

護児童就学

援助（小学

校） 

要・準要保

護生徒就学

援助（中学

校） 

要・準要保

護児童（生

徒）就学援

助 

経済的な理由により就学が困難と認められる
児童・生徒の保護者に対して、学用品費等を
援助します。 

教育総務課 
   

○ ○ 
 

1-4(4) 

2-3(4) 
3 教

育 

私立高等学

校入学支度

金貸付あっ

せん 

私立高等学

校入学支度

金貸付あっ

せん 

私立高等学校に修学の希望があるにもかかわ
らず、経済的理由のため修学が困難な生徒の
保護者に、入学支度金の貸付のあっせん及び

利子等を補給しています。 

教育総務課 
     

○ 
1-4(4) 

2-3(4) 
3 教

育 
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施策展開(6) 子育て世帯にとってのまちの魅力発信の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

魅力創造・

発信の企画

調整 

魅力創造・

発信の企画

調整 

豊中の地域資源を再発見し、人々の暮らしの
充実につながる新たな価値や魅力を創り出
し、発信する取組みを進めます。令和2年4月

からの新たなブランド戦略に基づき、市域外
の人々も含めた交流・にぎわいづくり事業を
実施します。 

魅力創造課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  

 

 

■施策の柱3-2 子どもの安全確保  

施策展開(1) 地域住民や関係団体等と連携した見守り体制の充実 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

防犯活動支

援事業 

青色回転灯

防犯パトロ

ールカー活

動助成 

青色回転灯を装備した自動車による防犯パト

ロール活動を行う団体に対して、青色回転灯
パトロールカーの申請に要する費用の一部を
助成し、地域における自主的な防犯活動を支

援します。 

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-1(3) 
  

パトロール

事業と散乱

ごみ・不法

投棄対策事

業 

青色防犯パ

トロールの

実施 

不法投棄防止パトロール業務で市内を巡回し
ている車両を利用し、主に小学生が下校する
時間帯に子どもの安全を確保するため、青色

防犯パトロールを実施します。 

美化推進課  ○ ○ ○ ○     

更生保護事

業 

更生保護活

動 

(豊中地区保

護司会) 

教育関係機関と連携、協力しながら犯罪をし
た青少年の更生や対話集会などを通じて青少
年の犯罪予防活動を行います。 

地域共生課 
    

○ ○ 
   

研究・研修

（保健振興

費） 

子どもの安

全見まもり

隊 

PTAや健全育成会、自治会等地域の住民や団
体等で組織する子どもの安全見まもり隊を小
学校区ごとに設置し、登下校時の通学路にお

ける子どもの見まもり活動を行うことによ
り、子どもの安全を確保することを目的とし
ています。 

学校教育課 
   

○ ○ 
    

子ども見ま

もり事業 

「こども110

番の家」運

動 

地域住民に「こども110番の家」の旗を掲げ
てもらい、地域の児童生徒の緊急時における
危険回避場所として協力をお願いしていま

す。地域の協力家庭を拡充することにより、
児童生徒の安全確保に加え、地域における犯
罪抑止効果も期待できます。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
    

関係機関連

携事業 

学警連絡会

兼協助員会 

大阪府池田子ども家庭センター、豊中警察
署、豊中南警察署、大阪府豊中少年サポート

センター、豊中地区少年補導協助員会、豊中
南地区少年補導協助員会と連携し問題行動傾
向の少年の指導、非行防止に取組みます。 

児童生徒課 
   

○ ○ 
 

2-1(3) 
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施策展開(2) 子どもを対象とした災害や犯罪に対する安全対策の強化、交通安全活動の推進 

細事業名 事業名 事業内容 

所管部署 事業の対象年齢 

関
連
施
策 

重
点
施
策 

未
来
応
援
施
策 

課(施設) 
出
産
前 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
相
当
年
齢 

自主防災体

制推進事業 

防災に関す

る出前講座 

災害に対する普段からの備え等についてや地
震・水害対策などに関する内容のほか、地域
住民の自衛意識と連帯感に基づいて結成され

る防災組織の活動等について、出前講座を開
催します。 

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

自主防災体

制推進事業 

防災アドバ

イザー派遣

制度 

気象、防災等の専門的な知識を有する防災ア
ドバイザーを地域に派遣し、防災対策に関す

る講演等を開催します。 

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

防犯設備補

助 

防犯カメラ

設置補助事

業 

自治会で自発的に取り組む防犯活動を支援す
るため、防犯カメラを新たに設置する自治会
に対し、その設置費用の一部を補助します。 

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

見守りカメ

ラ事業 

見守りカメ

ラ事業 
通学路を中心に見守りカメラ(防犯カメラ)を
設置し、維持管理を行います。 

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
   

精神保健事

業 
PFAセミナー 

災害などの緊急下にストレスを抱えた子ども
を傷つけず対応するために、支援者に向けて
子どものための心理的応急処置（ＰＦＡ）を

啓発する取組みを行います。 

保健予防課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 1-4(4) 
 

 

交通安全啓

発事業 

通学路交通

安全プログ

ラムの推進 

各小学校区の通学路の交通安全を確保するた
め、定期的な合同点検を実施し、関係機関と
連携しながら、安全対策を推進します。 

交通政策課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  

 

交通安全啓

発事業 

交通安全啓

発事業 

「交通事故をなくす運動」豊中市推進協議会
の活動を通じて、こども園・支援学校等にお
いて園庭や運動場での模擬道路を使用した歩

行訓練や自転車教室、また講堂等での視聴覚
教材を利用しての交通安全教室を行います。 

交通政策課 
 

○ ○ ○ ○ ○ 
  

 

ジュニア救

命サポータ

ー事業 

ジュニア救

命サポータ

ー事業 

市内小学校の5年または6年生の児童を対象に
心肺蘇生法等の講習会を実施し、「命の大切
さ」、「救命の連鎖」の指導を行い、子ども

の頃から救命手当の必要性を根付かせ、将来
的には全市民が救命手当を習得できることを
目標とし、救命力の向上を図ります。 

消防局 

救急救命課    
○ 

    

 

防火・防災

普及啓発 

子どもに対

する防火・

防災教育 

市内の園児及び小・中学生を対象に、火災や
地震の怖さの理解、災害時における身の安全
の確保、初期消火や応急救護など、年齢に応

じた防火・防災教育を実施します。 

消防局 

予防課   
○ ○ ○ 

   

 

 

 

 

関係団体の実施事業の記載について 

 

●（社福）豊中市社会福祉協議会は、市の地域福祉計画と連動した「地域福祉活動計画」を策定し、ライフセーフティネットの構

築や権利擁護体制の充実など市の施策の推進に貢献しています。また、団体の性質上、多くの市の補助事業及び委託事業を受託

するなど、市との関係性が深いことから、その事業を記載しています。 

 

●（公財）とよなか国際交流協会は、外国人が安心して集える居場所づくり、外国人のエンパワメント等、多文化共生社会を推進

する市の施策と同じ方向性の取組みを行っています。また、市の「とよなか国際交流センター」の指定管理者となるなど、市と

の関係性が深いことから、その事業を記載しています。 
 
●（公社）豊中市シルバー人材センターは、高齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき設置された法人であり、高年齢者の就

業の機会確保や、生きがいの充実、健康の保持増進、社会参加の推進、さらに高年齢者の能力を活かした活力ある地域づくり等、

市の施策との関係性が深いことからその事業を記載しています。 
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■豊中市子ども健やか育み条例 

○豊中市子ども健やか育み条例の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 条例等 

第１条 目的 
 

子どもが健やかに育ち、 

子どもを愛情深く育む社会の実現 

第２条 定義 
 

子ども おおむね 18歳未満の者 

前 文 
 

子どもの人権について、子どもの育ちについて 

大人の役割について、条例制定の趣旨 

＜育ちの中で身につける力＞ 

○基本的な生活習慣    ○豊かな情操 

○自分を大切にする気持ち ○他者への思いやり 

○個性          ○創造力 

○責任感 

＜人とつながり、未来を切り拓く力＞ 

○主体的に考え、行動する力 

○豊かな人間性や社会性 

○規範意識 

＜子どもの育ちに大切なこと＞ 

○愛され、信頼され、認められること 

○多様な人との交流 

○様々な体験 

第３条 基本理念 
 

子どもの人権の尊重、子どもの最善の利益の実現、子どもが個性や能力を発揮できる機会の提供 

育 む 

第７条 子ども関連施設の役割 
 

安全に安心して活動できる環境の確保、 

子どもの育ちを支える、 

社会生活を円滑に営む上での困難を 

有する子どもの早期発見・早期対応 

 

第８条 地域住民の役割 
 
 

 

子どもが安心して生活できる地域づくり、 

子どもの育ちを支える、 

子育て家庭への支援 

第９条 事業者の役割 
 
 

 

 

雇用する労働者の職業と家庭の両立支援、 

子どもの育ちを支える 

第５条 市の役割 
 

福祉、保健、教育その他の関連分野が連携して、総合的に取り組む 

保護者、子ども関連施設、地域住民、事業者と連携し取り組む。また、相互に連携できるよう調整 

人材育成 

 

第 10条 こども審議会 
 
 

 

 
 

 

・子育ち・子育て支援行動計画の 

策定・評価 

・市長からの諮問事項についての 

調査審議 

・子ども・子育て支援法に基づく事務 

施策の策定 

第 11条 施策の策定 

・子育ち支援 

・子育て支援 

・安心・安全なまちづくり 

第 12条 子どもの社会参加の促進 

第 13条 相談体制 

第 14条 社会生活を円滑に営む上での 

困難を有する子どもへの支援 

施策の推進 

第 15条 子育ち・子育て支援行動計画 

第 16条 評価 

第 17条 実施状況等の公表 

第 18条 推進体制の整備 

第４条 相互の連携協力 

 

 

 

第 19条 広報、啓発、学習 

第 20条 委任 

第６条 保護者の役割 
 

子育てについての第一義的責任、子どもが安らぐことができる家庭づくり、子どもを育み、その育ちを支える 
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子どもは，生まれながらにして，一人ひとりが個性ある人格をもったかけがえのない存

在であり，権利の主体として，いかなる差別も受けることなく，その尊厳が重んじられ，

人権が尊重されなければなりません。特に，安心して生きること，あらゆる暴力や虐待，

いじめなどから守られること，自分らしく育つこと，自分の思いや意見を表明できること

が大切にされなければなりません。 

子どもには，自ら育つ力と多くの可能性があり，まわりの人から愛され，信頼され，そ

して認められることで，その力を伸ばし，可能性を広げます。また，子どもは，家庭，保

育所，幼稚園，学校をはじめとする社会での多様な人との関わりや様々な体験を通して，

自分を大切にする気持ちや他者への思いやり，個性や創造力，そして自ら考え，主体的に

判断して行動する力などを養いながら，人とつながり，未来を切り拓く力を身につけてい

きます。そして，次代の担い手となる子どもを大切に育むことのできる大人へとなります。 

大人は，子どもの声に耳を傾け，子どもとしっかりと向き合い，子どもの思いや意見を

尊重し，子どもにとって最もよいことは何なのかを子どもと共に考えることが大切です。

また，大人は，子どもが大人の姿を見て育つことを自覚し，自分の言葉や行動に責任をも

たなければなりません。 

市においては，「青少年健全育成都市」を宣言し，「豊中市子ども総合計画」や「豊中市

次世代育成支援行動計画」に基づき子どもが健やかに育つまちづくりを推進していますが，

社会環境や生活基盤の変化など子どもや子育て家庭を取りまく環境が大きく変化し，子ど

もの育ちに大きな影響を及ぼしています。このことから，子どもに関わる全ての人がそれ

ぞれの役割について認識し，互いにつながりを深めるとともに，全ての人が子どもや子育

て家庭に関心をもち，地域全体で子どもを育んでいかなければなりません。また，自分自

身のこと，家庭のこと，学校のことなど様々な理由から社会的援助が必要な状態の子ども

や誰にも相談できず悩みを一人で抱え込んでいる子どもに対しては，関係機関が連携し，

一人ひとりの状況に応じた総合的な支援を行っていかなければなりません。 

ここに私たちは，豊中市の子ども一人ひとりが健やかに育ち，そして，子どもや子育て

家庭に関わる全ての人がつながり，社会全体で子どもを愛情深く育む地域社会を実現する

ため，この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は，子どもの健やかな育ちに関し，基本理念を定め，市，保護者，子ど

も関連施設，地域住民及び事業者の役割を明らかにするとともに，子育ち・子育ての支

援に関する施策について必要な事項を定めることにより，子育ち・子育ての支援を総合

的かつ計画的に推進し，もって，子どもが健やかに育ち，子どもを愛情深く育む地域社

会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 子ども おおむね１８歳未満の者をいう。 
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(2) 保護者 親権を行う者，未成年後見人その他の者で，子どもを現に監護する者をい

う。 

(3) 子ども関連施設 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定す

る児童福祉施設，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大

学を除く。）及び社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２条に規定する社会教育

に関する施設その他これらに類するもので市規則で定めるものをいう。 

（基本理念） 

第３条 子どもの健やかな育ちは，次に掲げる事項を基本理念として推進されなければな

らない。 

(1) 日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に基づき，子どもの人権の尊重を全

ての取組の基礎とすること。 

(2) 子どもの年齢及び成長に応じ，その思いや意見を尊重し，子どもにとっての最善の

利益を実現するために必要なことを子どもと大人が共に考えること。 

(3) 子どもが自らの個性や能力を最大限に発揮しながら成長することができるよう，子

どもの力を信頼し，又は認めるとともに，その個性や能力を発揮することができる機

会を提供するほか必要な支援を行うこと。 

（相互の連携協力） 

第４条 市，保護者，子ども関連施設，地域住民又は事業者は，子ども及び子育て家庭へ

の支援に関心を持ち，子どもの健やかな育ちを支えるために，各々の役割を果たし，相

互に連携を図りながら協力するものとする。 

（市の役割） 

第５条 市は，子どもの健やかな育ちに関し，子育ち・子育ての支援に関する施策を策定

し，その推進に当たっては，福祉，保健，教育その他の関連分野が連携して総合的に取

り組むものとする。 

２ 市は，保護者，子ども関連施設，地域住民又は事業者と連携して子育ち・子育ての支

援に関する施策の推進に取り組むものとする。 

３ 市は，子育ち・子育ての支援に関する施策の推進に当たっては，保護者，子ども関連

施設，地域住民又は事業者が，相互に連携を図りながら協力することができるよう，支

援及び調整を行うものとする。 

４ 市は，子ども及び子育て家庭への支援を行うため，職員の育成を行うとともに，地域

での人材育成に取り組むものとする。 

（保護者の役割） 

第６条 保護者は，子育てについての第一義的責任を有するものであって，子どもが心身

ともに安らぐことができる家庭づくりに努めるものとする。 

２ 保護者は，子どもの情操を豊かにするとともに，基本的な生活習慣を身につけること

ができるように年齢及び成長に応じて，子どもを育み，その育ちを支えるように努める

ものとする。 

（子ども関連施設の役割） 



 

- 228 - 

編 参考資料 料 
資 

第７条 子ども関連施設は，子どもの安全を確保して，子どもが安心して活動に参加する

ことができる環境の整備に努めるものとする。 

２ 子ども関連施設は，社会生活を円滑に営む上での困難を有する子どもを早期に発見し

て必要な対処を行うように努めるものとする。 

３ 保育所，幼稚園，学校等の子どもが育ち学ぶことを目的とする子ども関連施設は，子

どもの個性や創造力を伸ばすとともに，集団生活を通じて，自他を尊重する心，責任感

を培いながら主体的に考え行動する力，豊かな人間性や社会性，規範意識等社会で生き

る力を育むように努めるものとする。 

４ 子ども関連施設において，子どもを対象とした遊びや学習等の事業を実施する場合は，

身近な社会生活や自然等に対する子どもの興味や関心を引き出すことができるよう，子

どもが多様な世代や子ども同士の交流及び様々な体験をすることができる機会の提供に

努めるものとする。 

（地域住民の役割） 

第８条 地域住民は，子どもが安心して生活することができる地域づくりに努めるものと

する。 

２ 地域住民は，地域における取組の中において，子どもが多様な世代や子ども同士の交

流及び様々な体験をすることができる機会の提供に努めるものとする。 

３ 地域住民は，保護者と子どもが共に交流することができる機会の提供や地域における

見守り，子育てに関する経験の提供等子育て家庭への支援に努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第９条 事業者は，その雇用する労働者が職業生活と家庭生活との両立を図ることができ

るよう，必要な雇用環境の整備に努めるものとする。 

２ 事業者は，子どもが社会の仕組み及び職業に対する理解を深めるための機会の提供に

努めるものとする。 

（こども審議会） 

第１０条 市は，子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するとともに，この条例によりその権限に属さ

せられた事項のほか，市長の諮問に応じて子どもの健やかな育ちに関する重要事項を調

査審議するため，豊中市こども審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は，子どもの健やかな育ちに関する重要事項について市長に意見を述べること

ができる。 

３ 審議会は，委員２０人以内で組織する。 

４ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 市民 

(3) 保護者 

(4) 市民団体の代表 

(5) 福祉の関係団体の代表 

(6) 事業者の代表 
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(7) 労働者の代表 

(8) 子育ち・子育ての支援に関する事業に従事する者 

(9) 関係行政機関の職員 

５ 前項第２号及び第３号に掲げる者は，公募により選考する。ただし，応募がなかった

ときその他やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

６ 審議会に，特別の事項を調査審議させるため必要があるときは，臨時委員若干人を置

くことができる。 

７ 前各項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営に関し必要な事項は，市規則で定

める。 

（子育ち・子育ての支援に関する施策の策定） 

第１１条 市は，基本理念にのっとり，次に掲げる子育ち・子育ての支援に関する施策を

策定し，これを推進するものとする。 

(1) 子育ち支援 

ア 保育及び教育環境に関すること。 

イ 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供に関すること。 

ウ 子どもの居場所づくりに関すること。 

エ 子どもの悩みや不安に対する相談及び支援に関すること。 

(2) 子育て支援 

ア 地域の子育て環境の整備に関すること。 

イ 子育てに必要な情報提供等に関すること。 

ウ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援に関すること。 

エ 子育てと仕事の両立の推進に関すること。 

(3) 安心・安全なまちづくり 

ア 生活環境，保健・医療体制等に関すること。 

イ 子どもの安全に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか，子どもの健やかな育ちに関して必要なこと。 

（子どもの社会参加の促進） 

第１２条 子どもは，この条例に基づき市が実施する施策について意見を表明することが

できる。市においては，表明された子どもの意見の内容を審議会に報告するものとする。 

２ 市は，子どもが意見を表明することができやすくなるように施策の情報を提供するも

のとする。 

３ 市は，施策の策定に当たっては，第１項の規定により表明された子どもの意見を反映

するように努めるものとする。 

（相談体制） 

第１３条 市は，子どもが，自分自身のこと，家庭及び学校のこと，暴力，虐待及びいじ

めのこと等どのような内容についても，直接相談することができ，及び安心して容易に

相談することができる窓口の体制整備に取り組むとともに，これらの相談窓口の周知を

図るものとする。 
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２ 職員は，子どもからの相談を受ける場合，子どもの意思を十分に尊重しながら対応す

るものとする。 

３ 市は，子どもからの相談内容や子どもが置かれている状況に応じ，子ども関連施設及

び関係行政機関等と連携して，子どもの救済又は心身等の回復を図るために必要な支援

を行うものとする。 

（社会生活を円滑に営む上での困難を有する子どもへの支援） 

第１４条 市は，保護者，子ども関連施設及び地域住民と連携して社会生活を円滑に営む

上での困難を有する子どもの早期発見に努めるものとする。 

２ 市は，前項に規定する子どもが，社会的援助を必要とする場合にあっては，子どもの

状況に応じ，子ども関連施設及び関係行政機関等と連携して，子どもの意思を十分に尊

重し，かつ，継続した支援を行うものとする。 

（子育ち・子育て支援行動計画） 

第１５条 市長は，子どもの健やかな育ちに関し，子育ち・子育ての支援に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するため，第１１条から前条までに定める施策を推進するため

必要な事項（法第６１条に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において定める

こととされている事項を含む。）を定める子育ち・子育て支援行動計画（以下「行動計

画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は，行動計画の策定に当たっては，あらかじめ，審議会の意見を聴かなければな

らない。 

３ 市長は，行動計画の策定に当たっては，子どもを含めた市民の意見を反映することが

できるよう，必要な措置を講じなければならない。 

４ 市長は，行動計画を策定したときは，速やかにこれを公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は，行動計画の変更について準用する。 

（評価） 

第１６条 市長は，行動計画の適正な進行管理を行うため，毎年度，施策の実施状況を審

議会に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告を受けた審議会は，その内容を評価し，その結果を市長に通知

する。この場合において，審議会は，必要があると認めるときは，市長に意見を述べる

ことができる。 

３ 市長は，前項の規定により意見があったときは，その内容の調査又は検討を行い，そ

の結果に基づき必要な措置を講じなければならない。 

（実施状況等の公表） 

第１７条 市長は，前条第１項に規定する施策の実施状況及びこれについての審議会の評

価の結果を公表しなければならない。この場合において，同条第２項の規定により意見

があったときは，当該意見及びその内容の調査又は検討の結果を付記するものとする。 

２ 前項の規定により公表された施策の実施状況及び審議会の評価等について，市民は，

市長に意見を述べることができる。 

３ 市長は，前項の規定により意見があったときは，その内容を審議会に報告しなければ

ならない。 
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（推進体制の整備） 

第１８条 市は，行動計画に基づく施策の総合的な推進及び調整を図るため，必要な体制

を整備するものとする。 

（広報及び啓発並びに学習） 

第１９条 市は，この条例について，子どもを含めた市民の理解を深めるため，広報及び

啓発を行うとともに，学習の機会を提供するものとする。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行について必要な事項は，市規則で定める。 

附則 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

(1) 第１０条並びに次項及び附則第４項の規定 市規則で定める日 

(2) 第１５条第１項（法第６１条に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において

定めることとされている事項に係る部分に限る。）の規定 法の施行の日 

２ 法第６１条に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画の策定に当たっては，審議

会の意見を聴くことができる。 

３ 以下略 
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■子どもの権利条約（児童の権利に関する条約） 

「子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）」は、18歳未満のすべての人の保護と基本的

人権の尊重を促進することを目的として、平成元年（1989年）秋の国連総会で全会一致で採択

されたものです。我が国は平成２年（1990年）9月21日にこの条約に署名し、平成６年（1994

年）4月22日に批准を行いました。（外務省HPより） 

本条約は本文54条からなり、以下の4つの包括的権利を子どもに保障しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
育つ権利 

○教育を受けることができること 

○適切な情報提供等の支援を受けること 

○自分らしく育つことができること 

○考えることや信じることの自由が守ら

れること 

○体や心を休ませることや、年齢にふさ

わしい遊びや文化・芸術活動に参加で

きること など 

  生きる権利 
○一人ひとりの生命が大切にされること 

○病気や怪我をした時に、治療をうける

ことができること など 

  守られる権利 
○あらゆる種類の差別や虐待、搾取から

守られること 

○プライバシーが守られること、他の人

から誇りを傷つけられないこと など 

 

  参加する権利 
○自分に関係のあることについて自分の

意見を表明できること 

○表明した意見は年齢や成長に応じて考

慮されること 

○友人を作り、友人と集うこと。但し、

他の人に迷惑をかけてはいけません 

など 

 

子どもに関わることについては、子どもにとって一番よいこと（最善の利益）を 

第一次的に考慮することが求められています 
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■豊中市こども審議会規則 

(目的) 

第１条 この規則は，豊中市子ども健やか育み条例(平成25年豊中市条例第23号。以下「条

例」という。)第10条第7項の規定に基づき，豊中市こども審議会(以下「審議会」とい

う。)の組織及び運営その他審議会について必要な事項を定めることを目的とする。 

(委員の任期) 

第２条 委員の任期は，2年とする。ただし，補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，条例第10条第4項第2号及び第3号の委員を除き，再任されることができる。 

３ 市長は，特別の理由があると認める場合は，第1項の規定にかかわらず，委員を解嘱す

ることができる。 

(会長及び副会長) 

第３条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選によって定める。 

３ 会長は，審議会の事務を総理し，審議会を代表する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

(会議) 

第４条 審議会は，会長が招集し，会長が議長となる。 

２ 審議会は，委員及び議事に関係のある臨時委員(以下「委員等」という。)の過半数が

出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席した委員等の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の

決するところによる。 

(臨時委員) 

第５条 臨時委員は，学識経験を有する者その他市長が適当と認める者のうちから市長が

委嘱する。 

２ 臨時委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解嘱されるものと

する。 

(部会) 

第６条 会長が必要と認めるときは，審議会に部会を置くことができる。 

２ 部会は，会長が指名する委員等で組織する。 

３ 部会に部会長を置き，部会に属する委員等のうちから会長が指名する。 

４ 部会長は，部会における審議状況及び結果を審議会に報告しなければならない。 

５ 審議会は，その定めるところにより，部会の議決をもって審議会の議決とすることが

できる。 

 

 

 

３ 審議会等 
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(関係者の出席等) 

第７条 会長又は部会長は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求め，その説明

又は意見を聴くことができる。 

(庶務) 

第８条 審議会の庶務は，こども未来部こども政策課において処理する。 

(施行細目) 

第９条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営について必要な事項は，会長が定め

る。 

附 則 

１ この規則は，平成25年7月1日から施行する。 

２ この規則の施行後最初に招集される審議会並びに会長及び副会長に事故がある場合そ

の他会長の職務を行う者がない場合における審議会の招集及び会長が決定されるまでの

審議会の議長は，市長が行う。 

附 則(平成27年3月25日規則第20号抄) 

１ この規則は，平成27年4月1日から施行する。 

 

■豊中市こども審議会委員名簿 

令和２年（2020 年）２月１日現在 
（敬称略、区分ごと名前五十音順） 

区分 名前 所属名 役職 

学識経験者 

伊藤 篤 甲南女子大学 教授 

小野セレスタ摩耶 滋慶医療科学大学院大学 准教授 

中橋 美穂 大阪教育大学 准教授 

市民 
谷村 友紀 市民   

古井 美枝 市民   

市民団体等 

安家 周一 豊中市認定こども園協議会 会長 

安家 比呂志 豊中市民間保育園連合会 会長 

植村 美代子 豊中市青少年団体連絡協議会 副会長 

浦 耕太郎 連合大阪豊中地区協議会 副議長 

江田 泰子 
豊中市民生・児童委員協議会連合会 

(第２地区民生・児童委員協議会 主任児童委員連絡会) 

 

(副代表) 

北川 定行 豊中市私立幼稚園連合会 会長 

酒井 留美 一般財団法人とよなか人権文化まちづくり協会 事務局 

佐々木 文子 社会福祉法人 豊中市母子寡婦福祉会 理事 

須戸 裕治 豊中商工会議所 副会頭 

伴野 多鶴子 豊中市地域教育協議会 会長 

星屋 好武 豊中市手をつなぐ育成会 会長 

山﨑 重彦 社会福祉法人 豊中市社会福祉協議会 副会長 

行政機関 
船越 聖美 豊中市立小学校校長会 

小曽根 

小学校長 

堀 道子 大阪府池田子ども家庭センター 所長 
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■豊中市こども施策推進本部会議設置要綱 

（設置） 

第１条 豊中市子ども健やか育み条例に基づく行動計画の策定及び推進を図るため、豊中

市こども施策推進本部会議（以下「本部会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 本部会議は、次の各号に掲げる事務を所掌する。 

(1) 行動計画の策定に関すること。 

(2) 行動計画に基づく施策の進行管理に関すること。 

(3)  行動計画に基づく施策の推進及び調整に関すること。 

（組織） 

第３条 本部会議は、委員長、副委員長及び委員で組織する。 

２ 本部会議の委員長はこども未来部長、副委員長は教育委員会事務局長の職にある者を

もって充てる。 

３ 委員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。ただし、委員長が必要と認める

ときは、本部会議の委員の追加をすることができる。 

（運営） 

第４条 委員長は、本部会議を総理する。 

２ 本部会議は、必要に応じ委員長が招集し、委員長が議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する副委員長がその職務を代理

する。 

（連絡会義） 

第５条 本部会議の円滑な運営を図るため、連絡会議を置く。 

２ 連絡会議は、別表２に掲げる職にある者をもって組織する。ただし、委員長が必要と

認めるときは、連絡会議の委員の追加をすることができる。 

３ 連絡会議の座長はこども政策課長、副座長は社会教育課長の職にある者をもって充て

る。 

４ 連絡会議は、必要に応じて座長が召集する。 

（専門部会） 

第６条 連絡会議に特定の施策及び専門事項の調査・研究及び検討を行わせるため、必要

があると認めるときは、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の招集については別に定める。 

（実務担当者会議） 

第７条 連絡会議はその所掌事務を行うにあたり、必要があると認めるときは、実務担当

者会議を置くことができる。 

２ 実務担当者会議の招集については別に定める。 

（庶務） 

第８条 本部会議の庶務は、こども未来部こども政策課において処理する。 
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（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は委員長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成25年（2013年）4月1日から施行する。 

この要綱は、平成26年（2014年）4月1日から施行する。 

この要綱は、平成26年（2014年）10月14日から施行する。 

この要綱は、平成27年（2015年）4月1日から施行する。 

この要綱は、平成28年（2016年）4月1日から施行する。 

この要綱は、平成29年（2017年）4月1日から施行する。 

この要綱は、平成31年（2019年）4月1日から施行する。 

 

別表１ 

 豊中市こども施策推進本部会議 

委員長 こども未来部長 

副委員長 教育委員会事務局長 

委員 人権文化政策監 

都市経営部長 

都市活力部長 

市民協働部長 

福祉部長 

健康医療部長 

教育委員会事務局教育監 

 

 

 

 

 

 

   別表２ 

 豊中市こども施策推進本部連絡会議 

座長 こども未来部 こども政策課長 

副座長 教育委員会 社会教育課長  

委員 人権政策課 人権政策課長 

  都市経営部 
経営計画課長、 

創造改革課主幹（南部地域活性化担当） 

 都市活力部 魅力創造課長 

  市民協働部 くらし支援課主幹（若者・就労支援担当） 

  福祉部 地域共生課長、福祉事務所長、障害福祉課長 

 健康医療部 母子保健課長 

  こども未来部 こども相談課長、こども事業課長、子育て給付課長 

  教育委員会 

教育総務課長、読書振興課長、中央公民館長、 

学校教育課長、児童生徒課長、学び育ち支援課長、 

教育センター所長 
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４ 子育ち・子育て支援の流れ 

少子化対策推進基本方針 

新エンゼルプラン 

重点的に推進すべき少子化対策の 

具体的実施計画について 

待機児童ゼロ作戦 

仕事と子育ての両立支援策の方針 

子ども・子育て応援プラン 

少子化社会対策要綱に基づく 

重点施策の具体的実施計画について 

平成 11年 

（1999年） 

平成 13年 

（2001年） 

平成 14年 

（2002年） 

平成 15年 

（2003年） 

平成 16年 

（2004年） 

少子化対策プラスワン 

次世代育成支援対策推進法 少子化社会対策基本法 

地方公共団体、企業における 

行動計画の策定・実施 

平成 17年 

（2005年） 

少子化社会対策大綱 

平成 18年 

（2006年） 

平成 19年 

（2007年） 

平成 20年 

（2008年） 

平成 22年 

（2010年） 

新待機児童ゼロ作戦 

子ども・子育てビジョン 

家族や親が子育てを担う→社会全体で子育てを支える 

平成 24年 

（2012年） 
子ども・子育て関連３法 

豊中市子ども総合計画 

―子どもとともに豊かな未来をー 

豊中市子ども総合計画推進計画 

豊中市次世代育成支援行動計画 

こども未来プラン・とよなか 

豊中市次世代育成支援行動計画 

こども未来プラン・とよなか 

前期計画 

後期計画 

国の動き 本市の動き 

社会保障制度改革推進法 

平成 25年 

（2013年） 

平成 26年 

（2014年） 

少子化危機突破のための緊急対策 

（平成 12（2000）年度～平成 16（2004）年度） 

（平成 17（2005）年度～平成 21（2009）年度） 

（平成 22（2010）年度～平成 26（2014）年度） 

豊中市子育ち・子育て支援行動計画 

こどもすこやか育みプラン・とよなか 

平成 27年 

（2015年） 

後継 

社会保障制度改革国民会議 

出生数および合計特殊出生率★（1.26）が 

過去最低を記録 

新しい少子化対策について 

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略 

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス★）憲章 

・仕事と生活の調和推進のための行動指針 

子ども・子育て支援新制度★ 

豊中市子ども健やか育み条例 

（平成 17（2005）年度～平成 26（2014）年度） 

（平成 27（2015）年度～令和６（2024）年度

まで延長） 

次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための 

次世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律 

子育て安心プラン 

新しい経済政策パッケージ 

平成 30年 

（2018年） 

新・放課後子ども総合プラン 

子どもの貧困対策の推進に関する法律の改正 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画 

こどもすこやか育みプラン・とよなか 

★は資料編「６ 用語集」をご覧ください 
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■こども審議会の審議状況 

本計画の策定にあたっては、条例第10条に基づく「豊中市こども審議会」において、子

育ち・子育てに関する総合的な検討を図るため、計画内容の審議を行いました。 

年 月 日 会 議 名 主 な 議 事 内 容 

平成30年

（2018年） 

10月11日 

（木） 

平成30年度 

第３回 

豊中市こども審議会 

・子育ち・子育て支援に関するニーズ等調査

について 

・第１回義務教育就学前の保育・教育のあり

方検討部会について 

平成31年 

（2019年） 

３月18日 

（月） 

平成30年度 

第４回 

豊中市こども審議会 

・子育ち・子育て支援行動計画見直しの進捗

について 

・子どもの居場所づくりの推進について 

・第２回義務教育就学前の保育・教育のあり

方検討部会について 

・「夢・はぐくむ」公立こども園第１期（南

部）年次計画について 

令和元年 

（2019年） 

６月25日 

（火） 

令和元年度 

第1回 

豊中市こども審議会 

義務教育就学前の保育･

教育のあり方検討部会 

・令和２年度（2020年度）教育・保育事業の

利用定員の設定について 

７月５日 

（金） 

令和元年度 

第１回 

豊中市こども審議会 

・第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

の策定について 

８月27日 

（火） 

令和元年度 

第２回 

豊中市こども審議会 

・豊中市子育ち・子育て支援行動計画平成30

年度事業実施状況について 

・第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

（案）について 

９月３日 

（火） 

令和元年度 

第２回 

豊中市こども審議会 

義務教育就学前の保育･

教育のあり方検討部会 

・第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

における教育・保育の量の見込みと確保方

策について 

・令和２年度（2020年度）教育・保育事業の

利用定員の設定について 

11月28日 

（木） 

令和元年度 

第３回 

豊中市こども審議会 

・第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

（案）について 

・第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

の策定についての答申（案）について 

・子どもの居場所づくりについて 

・第２期障害児福祉計画策定に向けたアンケ

ート調査結果について 

 

 

５ 計画策定にあたっての意見聴取の概要 
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■ニーズ等調査及び懇談会・ヒアリングの実施 

計画の策定に向けた基礎資料とするため、子どもや保護者、子育て支援関係者に対して、

市の子育ち・子育て支援に対する意見や要望、教育保育ニーズなどを把握するための調査

を実施しました。 

 

 子ども本人 保護者 支援者(機関) 

アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

懇談会・ヒアリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．子育ち・子育て支援に関するニーズ等調査（アンケート） 

計画策定の基礎資料とするため、保護者に対しては就労状況や教育・保育ニーズ、子育

て支援サービスの利用意向等、子ども本人に対しては、学校生活や日常生活でのこと、将

来のこと等への思いや考えを把握するため、ニーズ等調査を実施しました。 

 

実施内容 

対象者 対象者数 抽出人数 有効回収数 有効回収率 

保
護
者 

就学前児童（０～５歳児）の保護者 22,142人 4,206人 2,260件 53.7％ 

小学生（６～11歳児）の保護者 22,689人 2,502人 1,323件 52.9％ 

子
ど
も
本
人 

小学5年生 3,772人 868人 448件 51.6％ 

中学2年生 3,580人 929人 410件 44.1％ 

高校2年生相当年齢の方 3,711人 817人 228件 27.9％ 

合計 55,894人 9,322人 4,669件 50.1％ 

調査方法 郵送調査法（郵送により配布・回収） 

調査期間 平成30年11月16日～12月25日 

 

子育ち・子育て支援に関する 

ニーズ等調査 

子どもへの 

ヒアリング 

保護者・支援者（関係機関）への 

ヒアリング 

地域の関係者への 

アンケート 
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２．子どもへのヒアリング（座談会・ヒアリング） 

 実施内容 

調査期間 
➀平成30年11月から平成31年１月 

②令和元年11月から12月 

対 象 者 小学生から高校生までの児童・生徒 

実施方法 学校等を訪問し、座談会またはインタビュー形式で実施 

訪 問 先 

➀地域子ども教室（５小学校区）、子ども食堂１か所、生徒会等（中学校３校、高校１

校） 

②生徒会等（中学校３校、高校３校） 

実施人数 
➀小学生 72人、中学生 20人、高校生 ７人 

②中学生 17人、高校生 30人 

主な意見 

○子どもの体験機会について 

・これまでの体験で良かったもの:職場体験、ボランティア体験、地域交流、など 

・今後体験したいこと：多世代・他文化交流、など 

○子どもの居場所づくりについて 

・家や学校以外で普段過ごす場所：親せきの家、学習塾や習い事の教室、図書館や

公民館等の公共施設、カフェなどの店舗、など 

・あったらよいと思う居場所：球技ができる公園や体育館、自習ができる場所、友

だちと気軽に集まれる場所、など 

○子どものための相談体制について 

・気軽に利用できるSNSと、安心して利用できる対面の相談窓口を、状況に応じて使

い分けられるとよい 

○子育てと仕事の両立について 

・子どもへの愛情がいっぱいあり、一緒にいられる限られた時間を大切にする気持

ちが大切 

○児童虐待の防止について 

・日ごろから親子と地域が関わり、親子関係や子どもの様子を地域住民が気に掛け

る関係づくりが必要 

・保護者が精神的・時間的・金銭的なゆとりを持てるよう、仕事の負担軽減や保育

サービスの充実が必要 

○特別な支援を必要とする人への支援について 

・当事者が抱える課題への対処だけでは解決できないため、周囲の人の理解を深め

るための支援も必要 

 

 

３．地域の子育ち・子育て支援の関係者へのアンケート（アンケート） 

 実施内容 

調査対象 
民生委員・児童委員、校区福祉委員会、社会福祉（高齢、障害、児童）事業者、自治

会、自主防災組織などの団体関係者 

調査方法 地域福祉ネットワーク会議（生活圏域７ブロックごとに開催）で配布・回収 

調査期間 平成31年２月12日～２月28日 

回収件数 ７ブロック合計 243件 

主な意見 

○子どもや子育て家庭の支援に関する課題について 

・地域の交流が希薄になり、子どもの様子がわかりづらい 

・心配な子どもがいても、個人情報の取扱いが難しく、保護者が支援を拒否する場

合がある 

・子どもに声かけをすると不審者扱いされてしまうことがある 
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・長時間労働によって保護者が子どもと関わる時間が減少している 

・保護者の子育てに関する知識が不足しており、家庭教育支援が必要 

○今後の子育ち・子育て支援について 

・地域、子育て家庭、教育保育施設とのつながりの強化が必要 

・必要な情報へ容易にアクセスできる仕組みや、悩みを打ち明けられない家庭へ

の、一歩踏み出しやすい環境づくりが必要 

・乳幼児の保護者の息抜きの機会や保護者同士の横のつながりをつくる機会の充実

が必要 

○その他 

・「子どもは皆で育てる」という思いを大切にし、いろいろな方とつながりたい 

 

 

４．保護者、子育ち・子育て支援の関係者へのヒアリング（座談会・ヒアリング） 

 実施内容 

対 象 者 

➀市内在住の就学前から高校生世代の子どもの保護者、子どもや子育て家庭の支援に

関わる方（市民以外も可）《公募》 

②障害のある子どもの保護者、外国にルーツをもつ子どもの保護者、生活困窮世帯の

保護者、関係機関の職員等（児童養護施設・ひとり親支援団体） 

会  場 
➀千里公民館・すこやかプラザ・庄内公民館 

②障害児通所支援事業所、とよなか国際交流センター、児童養護施設等 

開催日時 
➀平成31年１月から２月 

②平成31年２月から３月、令和２年２月 

参 加 者 ➀27人 ②保護者18人、支援者２人 

実施形式 ➀グループワーク・座談会 ②ヒアリング 

主な意見 

○子育ち支援について 

・子どもや親子連れが身近に利用できる屋内施設、園庭・校庭の活用など休日に安

心して利用できる場、自習室など子どもが自由に過ごせる居場所が必要 

・子どもが安心して遊べる場所の充実が必要（公園の整備、学校施設の開放、公共

施設の活用、など） 

・子どもが地域の人など多様な人と関わり、社会性を身に付ける機会が必要 

○子育て支援について 

・転入者や小学生以上の保護者など、孤立しがちな保護者への支援の充実が必要 

・必要に応じた情報が行き届くような仕組みが必要 

・何気なく集え、子育ての悩みを互いに話し合ったり相談できたりする場がほしい 

・子育て支援活動を行う人のネットワークづくりや子育て中の保護者の力を有効活

用する取組みを行ってはどうか 

○障害のある子どもへの支援について 

・保護者の負担が大きいため、学校と福祉がチームワークで支えてほしい 

○外国にルーツをもつ子どもへの支援について 

・孤立を防止し、必要な支援を届けるため、外国にルーツをもつ子どもの把握が必

要 

・外国人市民が地域とのつながりを持ち、安心して暮らせる環境の整備が必要 
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■意見公募手続きの実施 

本計画について、市民等から幅広い意見を募集するため、計画素案に対する意見募集を

令和元年（2019年）12月26日（木）から令和２年（2020年）１月17日（金）にかけて実施

し、71人の市民等から159件の意見が提出されました。 

 

○第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画（素案）に関する意見募集の結果 

１．提出方法別人数と意見件数 

提出方法 提出人数（人） 意見件数（件） 

郵便 0 0 

ファクシミリ 1 1 

電子メール 1 2 

所管課への直接提出 1 3 

電子申込 42 111 

その他 26 42 

 

２．市民等の区分別人数と意見件数 

市民等 提出人数（人） 意見件数（件） 

市の区域内に住所を有する者 64 144 

市の区域内に事務所等を有する個人及び法人等 1 7 

市の区域内に存する事務所等に勤務する者 2 3 

市の区域内に存する学校に在学する者 0 0 

市税の納税義務者 0 0 

意見公募手続に係る計画等に利害関係を有する者 0 0 

その他（市民等の区分について未記入のもの） 4 5 

 

３．項目別意見件数 

該当箇所 意見件数（件） 

第２章 子どもや子育て家庭の状況 6 

第４章 これまでの取組みと今後の課題 ― 

施策の柱１ 子育ち支援 21 

施策の柱２ 子育て支援 5 

施策の柱３ 安心・安全なまちづくり 5 

第５章 施策の展開 ― 

施策の柱１ 子育ち支援 10 

施策の柱２ 子育て支援 45 

施策の柱３ 安心・安全なまちづくり 11 

重点施策１ ひろめよう、それぞれの居場所 16 

重点施策２ みんなで寄り添う、健やかな育ち 2 

重点施策３ だれもが安心、つながる支援 2 

第６章 子ども・子育て支援法に基づく市町村計画 18 

第７章 学校を拠点とした放課後の子どもの居場所づくりの充実 8 

第８章 ひとり親家庭への支援の充実 3 

全体 4 

意見募集について 3 
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ＩＣＴ（情報通信技術） 

「 Information and Communication 

Technology」の略。インターネットなどの通

信技術を活用した産業やサービスなどの総称。 

 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

「Sustainable Development Goal」の略。平

成 27 年(2015 年)9 月に国連サミットにおい

て採択され、平成 28 年(2016 年)から令和 12

年(2030 年)の 15 年間で達成するべき 17 の目

標とそれらを達成するための具体的な 169 の

ターゲットで構成されている。貧困問題をは

じめ、気候変動やエネルギーなど持続可能な

社会をつくるために世界が一致して取り組む

べきビジョンや課題が網羅されている。 

 

ＳＮＳ 

「 Social Networking Service」の略。友

人・知人等の社会的ネットワークをインター

ネット上で提供することを目的とするコミュ

ニティ型のサービスのこと。 

 

ＮＰＯ 

「 Non Profit Organization」または「 Not 

for Profit Organization」の略。様々な社

会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益

を分配することを目的としない団体の総称。 

 

アウトリーチ 

訪問・派遣など出向いて行う公共サービスの

手法のこと。 

 

イクボス 

職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ラ

イフ・バランスを考え、部下のキャリアと人

生を応援しながら、組織の業績も結果を出し

つつ、自らも仕事と私生活を楽しむことがで

きる上司（経営者・管理職）のこと。 

 

医療的ケア児 

人工呼吸器を装着している障害児その他の日

常生活を営むために医療を要する状態にある

障害児。 

 

エンパワメント 

個人が持っている能力を引き出し、発揮でき

るよう支援や援助を行うこと。 

 

キャリア教育 

児童・生徒一人ひとりに勤労観や職業観を育

み、主体的に進路を選択し、社会人として自

立できる力をつける教育。 

 

合計特殊出生率 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率

（母の年齢別年間出生数÷年齢別女性人口）

を合計したもの。一人の女性が一生の間に出

産する平均の子どもの数とみなされる。 

 

子育て支援コーディネーター 

本市の子ども・子育て支援法に基づく地域子

ども・子育て支援事業において、子育て家庭

が身近に思える場所で、利用者本人の力や地

域資源を生かしながら、個別の家庭状況に応

じ、支援策を調整、調達、開発する人のこと。 

 

子育て世代包括支援センター 

妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に

把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の

専門家が対応するとともに、必要な支援の調

 

６ 用語集 
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整や関係機関と連携調整するなどして、妊産

婦や乳幼児等に対して切れめのない支援を提

供する拠点。 

 

子ども・子育て支援新制度 

平成 24 年(2012 年)8 月に成立した「子ど

も・子育て支援法」、「就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部を改正する法律」、「子ども・子

育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律」の子ども・子育て関連

3 法に基づく制度のことで、幼児期の学校教

育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質

の向上をめざすもの。 

 

子どもの安全見守り隊 

小学校区を単位として、登下校時の通学路に

おける子どもの見まもり活動等を行うことに

より、子どもの安全の確保をめざす組織。 

 

こども 110番の家 

「こども 110 番の家」の旗等を掲げ、子ども

たちがトラブルに巻き込まれそうになった時

に、駆け込み、助けを求めることができる地

域の協力家庭や事業所等。 

 

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童

対策地域協議会） 

児童虐待の予防と早期発見、早期援助を目的

に、子どもに関わる機関や団体を構成員とす

る会議であり、子どもの権利の擁護と子ども

と家庭の福祉の向上を図る。関係機関の連携

及び協力体制の確立と推進、虐待防止に向け

た意見交換と情報共有等を行う。 

 

コーホート変化率法 

各コーホート（同じ年または同じ期間に生ま 

れた人々の集団）について、過去における実

績人口の動勢から「変化率」を求め、それに

基づき将来人口を推計する方法。 

 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ） 

高齢者、障害のある人、子どもなどの対象分

野別の個別支援でなく、地域を単位とした社

会福祉における課題を総合的に把握し、必要

な支援をするために、中心的な役割を担う人

や機関のこと。 

地域福祉活動支援センターなどを拠点に、地

域づくりや制度の狭間や複合的な課題の対応

などを行っている。また、福祉なんでも相談

のバックアップや地域福祉ネットワーク会議

の運営などを通じて、新たな支援の仕組みづ

くりなども行っている。 

 

困窮度 

平成 28 年度（2016 年度）に実施した豊中市

子どもの生活に関する実態調査により世帯の

可処分所得（収入から税金や社会保険料を引

いた実質手取り分の収入）を世帯人数の平後

根で割った額によって世帯の困窮の度合い分

類したもの。世帯の可処分所得が低いほど困

窮度は高い。 

 

主任児童委員 

地域の子どもたちが元気に安心して暮らせる

ように、子どもたちを見まもり、子育ての不

安や妊娠中の心配ごと等の相談・支援等を行

う、厚生労働大臣から委嘱された民生委員・

児童委員のうち、児童に関することを専門的

に担当するため別途大臣から指名された委員。 

 

新・放課後子ども総合プラン 

平成 30 年（2018 年）9 月、文部科学省と厚

生労働省が策定した令和元年（2019 年度）か

ら令和５年度（2023 年度）までのプラン。

「放課後こどもクラブ」と「地域子ども教
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室」の両事業の計画的な整備等を推進し、

「小１の壁」の打破やクラブの待機児童を解

消するとともに、次代を担う人材を育成する。

推進にあたっては、全ての児童が放課後等を

安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行

える事業を両省が協力して進める。 

 

スクールカウンセラー（ＳＣ） 

児童・生徒の心理に関して高度に専門的な知

識・経験を有する、学校配置の臨床心理士。 

 

スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ） 

いじめ・不登校等の課題に対し、福祉の視点

から子どもの「背景」を見立て、関係機関等

とつなぐ専門家。 

 

セーフティネット 

何らかの課題を抱えた人が、さらに困難な状

況に落ち込まないように、安全網として下支

えする制度や仕組み。公立こども園の機能に

おいては、様々な家庭環境や困難を抱える乳

幼児の支援等、公共として欠かすことのでき

ないサービスの受け皿のこと。 

 

地域子育ち・子育て支援ネットワーク校区連

絡会 

本市の各小学校区において、地域の潜在的な

ニーズの掘り起こしや子育て不安の解消に向

けた子育て相談、情報の提供などにより具体

的な支援事業などを検討する会議であり、市

の子育て関係部局の他、市社会福祉協議会の

コミュニティソーシャルワーカーや就学前施

設の関係者などで構成される。 

 

中間支援団体 

市民社会の成熟をめざして、個人や地域団

体・ＮＰＯ、企業、行政などに対し、相談や

任相手の育成、人材や資金などの仲介、運営

の問題解決などを行う支援団体。 

デイジー 

目の不自由な人のために音声情報を圧縮して

記録したＣＤ。 

 

デジタルサイネージ（電子看板） 

表示と通信にデジタル技術を活用して映像や

文字を表示する情報・広告媒体のこと。短時

間で表示内容を切り替えられ、動画表示など

多様な映像広告が可能となっている。 

 

豊中市教育保育環境ガイドライン 

豊中市内のすべての就学前の子どもたちが、

「質」の高い教育・保育を受けることができ

る状況を作るため、最低限必要な環境や関わ

り、子ども理解などについての評価の基準を

定めたもの。 

 

豊中市子ども読書活動推進計画 

市内のすべての子どもが読書を楽しむことが

できるよう、市や市民がそれぞれまたは協働

して読書環境を整え、子どもの読書活動を進

める計画。現在は第１期・第２期実施計画の

成果を踏まえ、「豊中市子育ち・子育て支援

行動計画」に理念を盛り込み、市民、事業者、

関係部局、関係機関と連携した「豊中市子ど

も読書活動連絡会」により、読書環境を整え

子どもの読書を支える活動を推進している。 

 

認定こども園 

就学前の子どもの教育・保育並びに家庭に対

する子育て支援を行う機能を有する施設で、

４類型（①幼保連携型②幼稚園型③保育所型

④地方裁量型）がある。 

①平成 26 年度（2014 年度）までは認可幼稚

園と認可保育所とが連携して一体的な運営

を行う類型。平成 27 年度（2015 年度）か

らは制度改正により、学校かつ児童福祉施

設としての単一の認可施設となる類型 

②認可幼稚園が保育所機能を備えている類型 
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③認可保育所が幼稚園機能を備えている類型 

④幼稚園・保育所いずれの認可もない地方の

教育・保育施設が、必要な機能を果たす類

型 

 

ハイリスク妊婦 

不安定な就労等、収入基盤が安定しないこと

や家族構成が複雑、親の身体的・知的・精神

的障害等のハイリスク要因を伴った家庭環境

により、育児困難が予想される状態で妊娠す

ること。 

 

パイロット事業 

試験的・試行的に実施する事業。 

 

非認知能力 

学習における知的な能力を支える子どもの内

面の力。（例：好奇心や意欲などの感じる力、

自尊心や忍耐力などのやりぬく力、協調性や

思いやりなどの他人を理解し関係を調整する

力。） 

 

福祉共育 

地域や学校における地域福祉活動の体験や学

習の機会などを通じて、子どもから大人まで

あらゆる地域住民同士が、異なる世代や立場

を認め合い、支え合いながら「共に生きる・

共に育ちあう」文化の醸成をめざすもの。 

 

ベンチマーク 

ものごとの基準や目標。公立こども園の機能

においては、就学前の教育・保育を進めるに

あたり、市がめざす水準を確保するための取

組みのこと。 

 

保育士・保育所支援センター 

保育士資格を有する者であって、保育士とし

て就業していない者（潜在保育士）の就職や、

保育所・幼稚園等の潜在保育士活用支援等を

行う機関。 

 

「夢・はぐくむ」公立こども園整備計画 

地域と連携した子育ち・子育て支援を推進す

るとともに教育・保育内容の充実・確率をめ

ざし、将来予測される児童数の減少を見据え、

地域ごとの特性に応じた配置及び整備に向け

た取組みやスケジュール等を示すもの。 

 

幼児教育サポーター 

大阪府幼児教育アドバイザー育成研修を修了

した者で、①勤務する就学前施設での公開保

育や園内研修、②「豊中市教育保育環境ガイ

ドライン」の活用と推進、③就学前施設への

巡回支援を行い、就学前施設に通う子どもた

ちが等しく一定の教育・保育を受けられるよ

う相談支援等を行う。 

 

レスパイトサービス 

子どもや介護の必要な高齢者のいる家庭への

様々な支援。家族が育児や介護から解放され

る時間をつくり、心身疲労や共倒れ等を防止

することを目的に行われるサービス。 

 

民生委員・児童委員 

民生委員法に基づき厚生労働大臣から委嘱さ

れ、地域住民の立場で相談に応じ、必要な援

助を行う非常勤特別職の地方公務員。守秘義

務などの各種規定がある。また、児童福祉法

に基づく児童委員も兼ねており、地域の子育

て相談にも応じている。 

 

ワーク・ライフ・バランス 

働く人の価値観やライフスタイルの変化に対

応して働き方を見直し、仕事と生活の調和を

図る考え方や取組みを重視すること。 


